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基本目標Ⅲ 安全で安心できる保護体制づくり・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 
   重点施策８ 緊急時の安全確保 
   重点施策９ 一時保護体制の充実 
   重点施策１０ 保護命令発令に対する適切な対応 
 

基本目標Ⅳ 被害者の意思を尊重した自立支援の推進・・・・・・・・・・・・・・２８ 
   重点施策１１ 被害者への心理的支援 
   重点施策１２ 同伴児童等への支援 
   重点施策１３ 生活基盤確立のための支援 
   重点施策１４ 地域でのフォローアップの充実 
 

 



 

 

基本目標Ⅴ 推進体制の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５ 
   重点施策１５ 関係機関の顔が見えるネットワーク体制の強化 
   重点施策１６ 市町村の被害者支援体制整備への支援 
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本計画におけるＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）とは 
 

○ 本計画において「ＤＶ」とは、配偶者（事実婚を含む。）や配偶者であった

者、また生活の本拠を共にする交際相手からの暴力をいいます。性別や国籍の別

は問いません。 
 

※ 「生活の本拠を共にする」とは、被害者と加害者が生活の拠り所としている主

たる住居を共にする場合を意味します。 

専ら交友関係に基づく共同生活、福祉上、教育上、就業上等の理由による共同

生活、又は専ら血縁関係、親族関係に基づく共同生活は、除外されます。 

 

○ 「暴力」とは、殴る、蹴るなどの身体的なものだけではなく、これに準ずる次

のような心身に有害な影響を及ぼす言動をいいます。 
 

・身体的暴力（殴る、蹴る、髪をひっぱる、突き飛ばす、物を投げつける、

首を絞める、刃物などで脅す 等） 
 

・精神的暴力（無視する、大声でどなる、人格を否定するような暴言を吐

く、生命・身体に対する脅迫（殺すぞ・死ね等） 等） 
 

・性 的 暴 力（避妊に協力しない、性行為を強要する、ポルノビデオ等を無

理やり見せる 等） 
 

・経済的暴力（生活費を渡さない・使わせない、借金の強要、外で働くこと

を禁じる、「誰のおかげで食べられるんだ」などと見下して

言う 等） 
 

・社会的暴力（外出を制限する、交友関係や電話を細かくチェックする 等） 
 

・デジタル暴力（勝手にスマホを見る、ＳＮＳ等を使った誹謗中傷、無許可で 

写真・動画をインターネット上にアップする 等） 
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第１章 計画の策定にあたって 
 

    

配偶者等からの暴力（ドメスティック・バイオレンス。以下「ＤＶ」という。）

は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。外部から発見が困難な家庭内に 

おいて行われるため、潜在化しやすく、しかも加害者に罪の意識が薄いという傾向 

にあります。このため、周囲も気がつかないうちに暴力がエスカレートし、被害が 

深刻化しやすいという特性があります。 

 

また、被害者の多くは女性であり、経済的に自立が困難になりがちな女性に対し 

て配偶者等が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の妨げとなってい 

ます。 

 

  暴力の背景には、男女の社会的地位・経済力の格差、固定的な性別役割分担意識、

女性の人権軽視のなごりなど、我が国の男女が置かれている状況に根ざした社会的・

構造的問題があります。こうした状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図 

るためには、配偶者等からの暴力を防止し、被害者を保護するための不断の取組が 

必要です。 

 

 

１ 計画策定の趣旨 
 

 大分県では、ＤＶ対策の基本となる「大分県ＤＶ対策基本計画」を、平成 17 年 12 月

に策定し、配偶者暴力相談支援センター及び女性相談支援センターを中心として、警察

・市町村等関係機関と連携しながら、相談や保護、自立支援など切れ目のない支援に取

り組んできました。 

このたび、現行の第４次大分県ＤＶ対策基本計画の計画期間が満了することから、本

県におけるこれまでのＤＶ対策の取り組みや「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律」の改正、社会情勢の変化を踏まえ、県の施策の一層の充実を図るた

め、「第５次大分県ＤＶ対策基本計画」を策定します。 

被害者自身や周囲による被害への気づきを促進し、地域における身近な相談から保護

・社会的自立までの切れ目のない支援の推進を図り、国、市町村及び民間の団体等と連

携し、ＤＶを容認しない社会のさらなる実現をめざします。 

 

（参考）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の制定・主な改正等 

●平成 13 年 4 月に、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を

整備することにより、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを目的とし

て、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（平成 13 年法律第 31

号。以下「法」という。）が制定されました。これにより、保護命令制度の導入、配偶

者暴力相談支援センター(※)による相談や一時保護等の業務が開始されました。 

 

●平成 16 年 5 月、配偶者からの暴力の定義の拡大（身体的な暴力のみならず、精神的

暴力、性的暴力にも対象を拡大）、保護命令制度の拡充（退去命令の期間を２週間から

２箇月に拡大、同居する子への接近禁止）並びに都道府県の基本計画の策定義務等を内

容とする法改正が行われ、同 12 月に施行されるとともに、基本方針が策定されまし

た。 

 

配偶者等からの暴力に対する基本的な考え方 

第１章 計画の策定にあたって 
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●平成 19 年 7 月、市町村による基本計画策定及び配偶者暴力相談支援センター設置の

努力義務化、生命・身体に対する脅迫を受けた被害者も保護命令の申立てができるよう

になるなどの保護命令制度の拡充等を内容とする法改正が行われ、平成 20 年 1 月に施

行されるとともに、併せて基本方針が見直されました。 

 

●平成 26 年 1 月、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力について、この法を準じ

て、法の適用対象とする改正がされました。また、法律名が「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する法律」に改められ、併せて基本方針が見直されました。な

お、平成 28 年 4 月からは性犯罪・性暴力の被害者をワンストップで総合的に支援する

「おおいた性暴力救援センター・すみれ（※）」を開設するなど女性に対する暴力をな

くすための対策の強化にも努めています。 

 

●令和５年５月、接近禁止命令等の申立てをすることができる被害者の範囲の拡大（対

象者に「自由、名誉又は財産」に対する加害の告知による脅迫を受けた者が追加され、

接近禁止命令の発令要件について「更なる身体に対する暴力又は生命・身体・自由等に

対する脅迫により心身に重大な危害を受けるおそれが大きいとき」に拡大）、保護命令

期間の伸長等の保護命令制度の拡充、関係者による情報交換及び支援内容の協議を行う

協議会の創設について都道府県の努力義務とすること、また、情報交換の円滑化等を図

るため、協議会の事務に関する守秘義務等を創設する等を内容とする法改正が行われ、

施行日が令和６年４月１日とされるとともに、基本方針が見直されました。 
 
 

(※) 配偶者暴力相談支援センター 

 

 配偶者暴力相談支援センターは、法に定められた被害者支援の中心的役割を果たす 

機能の名称です。本県では、女性相談支援センター、消費生活・男女共同参画プラザ

（アイネス）、大分市中央子ども家庭支援センターがセンターの機能を担っています。 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、 

○ 相談や相談機関の紹介 

   ○ カウンセリング 

    ○ 被害者及び同伴者の緊急時における安全の確保及び一時保護 

    ○ 自立して生活することを促進するための情報提供その他の援助 

    ○ 被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供その他の援助 

    ○ 保護命令制度の利用についての情報提供その他の援助 

を行います。 
 

 

 

 

(※) おおいた性暴力救援センター・すみれ 

 

協力医療機関や臨床心理士、弁護士等関係機関と連携して、性暴力被害にあわれた 

方への総合的な支援を行う大分県が設置した機関です。 

 専任の相談員が、被害にあわれた方の意思を尊重しながら、下記の支援を行います。 

  ○ 電話相談・面接相談 

  ○ 支援制度等の紹介 

  ○ 医療機関や警察などへの付き添い 

  ○ 臨床心理士等によるカウンセリングや弁護士法律相談の実施 
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２ 計画の基本理念 
  「配偶者等からの暴力のない社会を目指して」 

 

３ 計画の基本的視点 
  計画を策定するにあたっての「基本的視点」を次のとおりとします。 

（１）配偶者等からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害である。 

（２）暴力のない社会をつくり、男女平等の実現を図ることが必要である。 

（３）配偶者等からの暴力の防止及び被害者の立場に立った切れ目ない支援は、国及び

地方公共団体の責務である。 

（４）被害者の意思を尊重するとともに、被害者が本来持っている力を信頼し、それを

回復するための支援を行う。 

 

４ 計画の性格 
（１）この計画は、法第 2 条の 3 第 1 項の規定に基づく基本計画として策定するもの

で、国の基本方針に即し、本県における配偶者等からの暴力にかかる施策の基本的

な方針と施策の実施内容を明らかにするものです。 

（２）「第５次おおいた男女共同参画プラン」の基本目標Ⅲ「男女が安心できる生活の

確保」に位置付けるとともに、「大分県困難な問題を抱える女性への支援計画」な

ど、配偶者等からの暴力に関する事項を盛り込んでいる県の関連する計画との整合

性を図っています。 

（３）この計画の趣旨を踏まえ、市町村、関係機関、関係団体等においても、県と連携

した積極的な取組が図られるよう働きかけを行います。 

 

５ 計画の期間 
 この計画の期間は、令和７年度から令和 13 年度までの７年間とします。 

ただし、国の基本方針が見直された場合や、社会情勢の変化に伴い新たに計画に盛り

込むべき事項が生じた場合には、必要に応じて見直すこととします。 

 

６ 計画の進行管理 
  ＤＶを容認しない社会意識の醸成と被害者が相談しやすい体制の充実に向けて、成果

指標と目標値を設定し、施策の有効性を測っていきます。 

また、「取組状況や成果を公表する項目」において、具体的取組の実績値を把握し、

毎年度、大分県男女共同参画審議会に報告し、公表します。 

 

成果指標（数値目標） 一覧 
 

No. 指 標 

 

現状値 
 

目標値 

年度  年度  

１ 
配偶者や恋人間でのＤＶにあたるとされる行為について 

「暴力にあたるとは思わない」と回答した人の割合 

 

R4 
 

９.１％ 
（注 1） 

 

R13 
 

０％ 

２ ＤＶ被害を一度でも受けた人のうち相談した人の割合 
 

R4 
 

２９％ 

 

R13 
 

７０％ 
（注 2） 

３ 被害者支援に関する庁内連絡会議を設置した市町村の数 

 

R6 
 

７市町村 

 

R13 
 

１８市町村 

（注１）令和４年度意識調査の質問項目１２のうち、最も高い「何を言っても無視し続ける」の数値 

（注２）おおいた男女共同参画プラン目標値 

 

 

 

 



- 4 - 
 

 

取組状況や成果を公表する項目 一覧 
 

基 本 目 標 No. 項 目 名 
実績値 

（R5 年度） 

Ⅰ 暴力根絶のための 

啓発と教育の充実 

１ 
男女共同参画啓発講座（地域・企業・若年者・ 

団塊世代向け）の受講者数 
２８７人 

２ デートＤＶ防止セミナーの受講者数 ２，９６４人 

Ⅱ 迅速な通報・相談 

しやすい体制づくり 

３ 配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数 ７８６件 

４ 
警察における配偶者からの暴力事案等の相談等 

件数 
６９３件 

５ 職務関係者向け研修会の受講者数 ６５２人 

６ ＤＶ相談員等研修会の受講者数 １７２人 

Ⅲ 安全で安心できる 

保護体制づくり 
７ 一時保護（夫等の暴力によるもの）の件数 １７件 

Ⅳ 被害者の意思を尊重

した自立支援の推進 

８ 県営住宅の優先入居実績（申込件数、入居件数） 
１０件 

２件 

９ 県営住宅の目的外使用許可件数 １件 

10 
一時保護所の退所者（夫等の暴力によるもの）に対す

るアフターケア実施率 
― 

11 
女性自立支援施設の退所者（夫等の暴力によるもの）

に対するアフターケア実施率 
― 

Ⅴ 推進体制の整備 

12 
ＤＶ被害者支援関係機関ネットワーク会議の 

開催回数 
１回 

13 市町村訪問等による意見交換会の開催回数 ― 

14 市町村配偶者暴力相談支援センターの設置数 １か所 

15 
おおいた性暴力救援センター・すみれにおける 

相談件数 
８１３件 
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第２章 配偶者等からの暴力の現状 
 

１ 相談等の状況 
 

  本県の配偶者暴力相談支援センターに寄せられたＤＶに関する相談件数は、令和２年

度をピークに高止まりしており、令和５年度は 786 件となっています（図①）。 

 
図① 配偶者暴力相談支援 

センターに寄せられた 

相談件数（大分県調べ） 

 
（※）大分市配偶者暴力相談支援セン 

ター開設による増 

 

 

 

 

 

 

 また、警察に寄せられた配偶者からの暴力事案等の相談等件数(※)は、近年ほぼ横ば

いとなっており、令和５年は 693 件となっています（図②）。 

 
  図② 警察に寄せられた配偶者 

からの暴力事案等の相談等 

件数（大分県警察本部調べ） 

 
（※）配偶者からの身体に対する暴力 

又は生命等に対する脅迫を受けた 

被害者の相談等を受理した件数 

 

 

 

 

 

 

 本県の一時保護所の入所者のうち、夫等の暴力を理由とする入所件数は、令和元年度

以降は減少傾向が続いていますが、依然として全体の一時保護所入所者数の半数以上が

夫等の暴力を理由とするものになっています（図③）。 

 
  図③ 一時保護件数（大分県 

女性相談支援センター調 

べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

（※） 

（件） 

第２章 配偶者等からの暴力の現状 
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２ 配偶者等からの暴力に関する県民の意識 
 

 本県では、男女共同参画や女性に対する暴力についての県民の意識や実態を把握する

ため、令和 4 年度に「男女共同参画社会づくりのための意識調査」を実施しました。 

 この意識調査は、県内に居住する 18 歳以上の男女 3,000 人を対象に郵送による調査

を行い、有効回収数 1,183 票で有効回収率は 39.4％でした。 

 この意識調査における結果は以下のとおりです（図④～⑨を参照。）。 

 

 

（1）配偶者や恋人間での行為についての暴力としての認識 

「何を言っても無視し続ける」9.1%、「交友関係や電話、メールを細かくチェッ

クする」6.2%、「見たくないのにポルノビデオやポルノ雑誌を見せる」5.5%の項目

では、「暴力にあたるとは思わない」と回答した人が５％を超えています。 
 

図④ 行為についての暴力としての認識 

 
 

(2) 配偶者や恋人間での被害（ＤＶ被害）の経験 

身体的・精神的・性的・経済的・社会的暴力のいずれかの暴力を 1 度でも受けた

ことがあると答えたのは、全体の 37.6％でした。 
 

図⑤ 配偶者や恋人間での被害（ＤＶ被害）の経験 

 
 

 

N=

①手で打つ 1,183

②ものを投げつける 1,183

③なぐるふりをして、おどす 1,183

④刃物などを突きつけて、おどす 1,183

⑤大声でどなる 1,183

⑥何を言っても無視し続ける 1,183

⑦人格を否定するような暴言を吐く 1,183

⑧見たくないのにポルノビデオや
ポルノ雑誌を見せる

1,183

⑨いやがっているのに性的行為を
強要する

1,183

⑩｢誰のおかげで生活できるんだ」
とか「かいしょうなし」という

1,183

⑪生活費を渡さない 1,183

⑫交友関係や電話、メールを細かく
チェックする

1,183

69.6

78.2

67.7

94.8

54.6

50.5

78.2

71.9

83.3

75.5

75.5

59.9

23.5

16.2

22.6

0.8

37.1

36.2

15.0

18.3

10.4

17.4

16.2

29.2

2.8

1.4

4.0

0.3

3.6

9.1

2.3

5.5

1.8

2.6

3.3

6.2

4.1

4.2

5.7

4.0

4.6

4.2

4.5

4.4

4.6

4.5

5.0

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どんな場合も暴力にあたると思う 暴力の場合とそうでない場合がある 暴力にあたるとは思わない 無回答

N=

全体 1,183

女性 689

男性 474

男性か女性か答えること

に抵抗を感じる
8

無回答 12

37.6

46.6

24.5

37.5

41.7

62.4

53.4

75.5

62.5

58.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

DV被害経験がある 経験なし、または無回答
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(3) 配偶者や恋人からのＤＶ被害に「一度でもあった」と答えた人の相談の有無 

誰かに相談した人は、全体で 29％、約４人に１人に留まっています。 

   男性は女性と比較して相談した割合が低くなっています。 

 
図⑥ ＤＶ被害に「一度でもあった」と答えた人の相談の有無 

 
 

(4) 配偶者や恋人からのＤＶ被害を「相談した」と答えた人の相談先 

「友人、知人」や「家族や親せき」が圧倒的に多く、公的機関への相談は非常に

少ない状況です。 

 
図⑦ ＤＶ被害の相談先 

 

N=

全体 445

女性 321

男性 116

男性か女性か答えること

に抵抗を感じる
3

無回答 5

29.0

35.8

10.3

40.0

67.2

60.7

86.2

33.3

60.0

3.8

3.4

3.4

66.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相談した 相談しなかった 無回答

警察

配偶者暴力相談支援センター(婦人相談所、
消費生活・男女共同参画プラザ)

その他公的機関（市町村の相談窓口など）

人権擁護委員、民生委員、自治委員など

民間の専門家や専門機関
（弁護士、被害者支援団体など）

医療関係者（医師、看護師、助産師など）

学校関係者（教員、養護教員、
スクールカウンセラーなど）

家族や親せき

友人、知人

その他

無回答

10.1

4.7

7.0

1.6

7.0

9.3

1.6

47.3

67.4

6.2

0.8

9.6

4.3

7.0

1.7

7.0

7.8

1.7

49.6

68.7

6.1

0.9

16.7

8.3

8.3

8.3

16.7

33.3

50.0

8.3

50.0

100.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=129) 女性(N=115) 男性(N=12) 男性か女性か答えることに抵抗を感じる(N=0) 無回答(N=2)
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(4) 配偶者や恋人からのＤＶ被害を「相談しなかった」と答えた人の理由 

「相談するほどのことではないと思った」や「自分にも悪いところがあると思っ

た」等の理由が非常に多く、「自分さえがまんすれば、なんとかこのままやってい

けると思った」や「相談してもむだだと思った」も多くなっています。 

 
図⑧ 相談しなかった理由 

 

 
 

誰（どこ）に相談してよいのか
わからなかったから

恥ずかしくてだれにも言えなかったから

相談してもむだだと思ったから

相談したことがわかると、仕返しを受けたり、
もっとひどい暴力を受けると思ったから

加害者に「誰にもいうな」とおどされたから

相談相手の言動によって不快な思いを
させられると思ったから

自分さえがまんすれば、なんとかこのまま
やっていけると思ったから

世間体が悪いから

他人をまきこみたくなかったから

他人に知られると、これまでどおりの付き合い
（仕事や学校、地域などの人間関係）が

できなくなると思ったから

そのことについて思い出したくなかったから

自分にも悪いところがあると思ったから

相手の行為は愛情の表現だと思ったから

相手と別れた後の自立に不安があったから
（経済的なこと、子どものことなど）

相談するほどのことではないと思ったから

その他

無回答

16.4

16.4

38.8

6.0

0.7

5.0

33.8

12.0

20.4

4.0

7.7

35.1

6.0

6.0

42.8

4.3

1.0

16.9

19.5

41.0

8.2

1.0

5.6

35.9

13.3

19.5

5.1

9.2

28.7

5.1

9.2

39.0

6.2

0.5

16.0

10.0

34.0

2.0

4.0

27.0

10.0

22.0

2.0

5.0

47.0

8.0

49.0

1.0

2.0

100.0

100.0

100.0

33.3

66.7

100.0

33.3

33.3

66.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=299) 女性(N=195)

男性(N=100) 男性か女性か答えることに抵抗を感じる(N=1)

無回答(N=3)
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(5) ＤＶや性犯罪、売買春（援助交際を含む）、セクシュアル・ハラスメント、スト

ーカー行為などの暴力防止に必要なこと 

全体では、「学校で児童・生徒・学生に対し、人権問題や暴力を防止するための

教育を行う」が 70.1％と最も高く、次いで「加害者への罰則を強化する」が 63.4

％、「家庭で保護者が子どもに対し、人権問題や暴力を防止するための教育を行

う」が 56.5％となっています。 

 
図⑨ 暴力防止に必要なこと 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

家庭で保護者が子どもに対し、人権問題や
暴力を防止するための教育を行う

学校で児童・生徒・学生に対し、人権問題や
暴力を防止するための教育を行う

職場などで、性別に由来する人権問題に
関わる啓発を行う

地域で、防止啓発のための研修会、
イベントなどを行う

メディアを活用して、広報・啓発活動を
積極的に行う

暴力をふるったことのある者に対し、
二度と繰り返さないための教育を行う

加害者への罰則を強化する

暴力を助長するおそれのある情報（雑誌、
パソコンソフトなど）を取り締まる

被害者が早期に相談できるよう、
身近な相談窓口を増やす

被害者を発見しやすい立場にある
警察や医療関係者に対し、研修や啓発を行う

その他

無回答

56.5

70.1

33.1

17.6

37.4

40.7

63.4

34.9

53.1

31.9

3.4

7.5

57.0

71.8

32.2

18.0

37.7

42.7

66.2

38.3

57.6

34.1

2.5

6.1

55.5

68.1

34.4

16.7

37.1

38.0

59.9

30.2

47.3

28.7

4.6

9.1

75.0

62.5

25.0

25.0

37.5

37.5

75.0

37.5

50.0

37.5

50.0

50.0

33.3

25.0

25.0

41.7

33.3

25.0

25.0

25.0

8.3

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1,183) 女性(N=689)

男性(N=474) 男性か女性か答えることに抵抗を感じる(N=8)

無回答(N=12)
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第３章 計画の内容 
 

１ 計画の体系 

   

（１）　相談従事者向け研修の充実
（２）　相談従事者への心理的ケアの実施
（３）　ＤＶ相談・対応マニュアルの活用

 

Ⅴ　推進体制の整備

19　被害者等に係る情報の保護

17　多様な民間団体との連携と協働

（１）　情報の適切な管理と秘密の保持

20　苦情解決体制の整備
（１）　相談機関の苦情解決体制の充実
（２）　公正な苦情解決

18　おおいた性暴力救援センターとの
     連携

（１）　性的暴力を受けた被害者へのきめ細かな対応

（１）　民間団体との連携と協働
（２）　民間団体への活動支援

15　関係機関の顔が見えるネットワーク
     体制の強化

（１）　ＤＶ被害者支援関係機関の連携の充実

16　市町村の被害者支援体制整備への
     支援

（１）　市町村配偶者暴力相談支援センターの設置等への支援
（２）　支援ネットワークづくりの促進
（３）　地域における支援者の養成

（１）　被害者の安全な移送の確保
（２）　避難場所の確保

（１）　一時保護所の整備・充実
（２）　一時保護委託先の拡大等
（３）　県外施設等との連携

（１）　配偶者暴力相談支援センターの対応
（２）　警察の対応
（３）　教育委員会の対応

13　生活基盤確立のための支援

11　被害者への心理的支援

12　同伴児童等への支援

第５次大分県ＤＶ対策基本計画

Ⅲ　安全で安心できる

　 　保護体制づくり

８　緊急時の安全確保

（１）　回復のための心理的ケアの充実
（２）　被害者のエンパワーメント

５　相談体制の充実・強化

（１）　学校における人権教育の充実
（２）　小・中・高・大学生等に向けたＤＶ防止啓発
（３）　教職員・相談員・保護者に対する研修

３　ＤＶ加害者及び被害者に関する調査
　　・研究

（１）　被害者に関する調査・研究
（２）　加害者更生プログラム導入に向けての検討

（１）　配偶者暴力相談支援センター等の相談体制の充実・機能強化
（２）　警察の相談体制の充実・強化
（３）　市町村の相談機能の強化
（４）　ＤＶ・性暴力の相談窓口の周知、広報

９　一時保護体制の充実

10　保護命令発令に対する適切な対応

Ⅳ　被害者の意思を

　　尊重した自立支援

　　の推進

（１）　一時保護終了後の継続的支援
（２）　こどもの支援に関わる関係機関の連携14　地域でのフォローアップの充実

（１）　心理的ケアの充実
（２）　児童相談所との連携
（３）　医療機関との連携
（４）　学校、教育委員会の対応

（１）　住宅確保のための支援
（２）　就労のための支援
（３）　市町村等と連携した各種制度の活用

Ⅰ　暴力根絶のための

　 　啓発と教育の充実

１　暴力を許さない社会意識の醸成
（１）　ＤＶに関する研修や学習機会の充実
（２）　多様な広報媒体を使った啓発
（３）　女性に対する暴力をなくす運動の充実

Ⅱ　迅速な通報・相談

　 　しやすい体制づくり

４　迅速な通報につながる体制整備
（１）　医療関係者等に対する周知や研修
（２）　福祉関係者等住民に身近な人々への理解促進
（３）　児童虐待防止関係機関等との連携

（１）　外国人・障がい者・高齢者・性的少数者・男性の被害者
　　　への相談の充実
（２）　外国人向けリーフレットの活用
（３）　障がい者向けリーフレットの活用

２　若年者に対する人権教育・ＤＶ防止
　　啓発の充実・強化

６　相談従事者等の資質の向上

７　外国人・障がい者・高齢者・性的少
　数者・男性の被害者への適切な対応

重点施策基本目標 具 体 的 取 組
基本

理念

配

偶

者

等

か

ら

の

暴

力

の

な

い

社

会

を

目

指

し

て

第３章 計画の内容 
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２ 施策の展開 
 

 

基本目標Ⅰ 暴力根絶のための啓発と教育の充実 
 

 

 女性に対する暴力の背景には、男女の社会的地位・経済力の格差、固定的な性別役割

分担意識、女性の人権軽視のなごりなど、我が国の男女が置かれている状況に根ざした

社会的・構造的問題があります。 

男女の人権を尊重し、個人の尊厳を傷つける暴力は許さないという意識を社会全体で

共有するとともに、ＤＶは身近にある重大な人権侵害であることをよく理解し、いかな

る場合においても暴力は決して許されることではないという社会意識を醸成することが

必要です。 

 また、若者たちの間でも、交際相手など親密な関係性において、ＤＶと同じような暴

力が起きていることから、次代を担う若者たちに対しても、発達段階に応じた人権尊重

の意識を高める教育啓発や男女平等の理念に基づく教育や学習を、家庭・学校・地域等

の中で取り組んでいく必要があります。 

 効果的な啓発と教育、支援を行うためには、被害者の実態を把握する必要がありま

す。 

 

 

 

重点施策１  暴力を許さない社会意識の醸成 

 

 

【現状と課題】 
 ＤＶや性暴力等の女性に対する暴力は、重大な人権侵害であり、決して許されるもの

ではないという社会意識の醸成が必要です。 

 本県では、被害者が立ち寄る可能性のある場所への、相談窓口の情報を掲載したＤＶ

防止啓発リーフレットやカードの配布や設置、ＤＶや性暴力の防止に関する研修会や男

女共同参画に関する講座の開催等、女性に対する暴力をなくす運動期間（11/12～25）

を中心とした集中的な広報等を実施してきました。 

 ＤＶ防止に向けての県民の理解は高まってきましたが、一方で、自身が受けている暴

力が不当なものだと自覚していない被害者や相談機関を知らない被害者もまだまだ多数

います。 

 県民一人ひとりのＤＶや性暴力に関する理解を深め、暴力の潜在化を防ぎ、被害者が

相談窓口を利用できるよう、今後もあらゆる機会を通じて、暴力のない社会づくりに向

けた広報・啓発の充実・強化を図る必要があります。 

 

 

 

【具体的取組】 
（１）ＤＶに関する研修や学習機会の充実 

① 市町村や企業、学校などで行われる研修等へ、講師を派遣するとともに、市町村や

関係機関、関係団体と連携・協力して研修会や講演会を実施し、県民の学習機会の充

実を図り、いかなる場合においても暴力は決して許されることではないという社会意

識の醸成に取り組みます。           ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② ＤＶ防止啓発の充実・強化を図るため、ＤＶ予防教育指導者の養成を行います。 

                        ＜県民生活・男女共同参画課＞ 
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③ 市町村人権啓発担当者や人権啓発講師をはじめ、広く県民に対し、女性の人権やＤ

Ｖに関する研修を実施します。       ＜人権尊重・部落差別解消推進課＞ 

 

（２）多様な広報媒体を使った啓発 

① 啓発用リーフレットやカードを必要に応じて改定するとともに、県や市町村の広報

誌・ホームページ・ＳＮＳ、テレビ・ラジオ・新聞等のメディアを通じて、県民に対

して広くＤＶや性暴力に対する知識や相談窓口について広報・啓発を行います。 

                      ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（３）女性に対する暴力をなくす運動の充実 

① ＤＶや性暴力等女性に対する暴力の根絶に向けて、市町村及び関係機関と連携した

「女性に対する暴力をなくす運動(※)」を実施するとともに、「パープルリボン運動

(※)」を実施するなど広く県民に向けて創意工夫した集中的な啓発活動を行うなど、

一層の充実を図ります。            ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

 

 

 

 

(※) 女性に対する暴力をなくす運動 

 

 国、地方公共団体、女性団体及び関係団体等が連携、協力し、女性に対する暴力の 

問題に関する取組の一層の強化と、女性の人権の尊重のための意識啓発や教育の充実 

を図る活動です。 

 期間は、毎年 11 月 12 日から 11 月 25 日（女性に対する暴力撤廃国際日）までの 2 

週間と定められています。 

 

 

 

 

 

(※) パープルリボン運動 

 

 1994 年にアメリカで始まった女性に対する暴力根絶

の運動で、現在、40 か国以上の国々に広がり、国際的

なネットワークに発展した草の根運動です。 

パープルリボンには、「あなたはひとりではない」

というメッセージが込められており、それを身につけ

ることでパープルリボン運動の趣旨への賛同を表明す

ることができます。 
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[ 基本目標Ⅰ ] 

重点施策２  若年者に対する人権教育・ＤＶ防止啓発の充実・強化 

 

 

【現状と課題】 
 人間の意識や価値観は、幼少期から形成されるため、学校・家庭・地域において人権

尊重の意識を高める教育や男女平等の理念に基づく教育を促進することが必要です。 

また、近年、デートＤＶと呼ばれる学生等若いカップルの間で起こる暴力も問題とな

っています。 

 本県では、未来のＤＶ被害者・加害者・傍観者を生じさせないために、デートＤＶ防

止啓発リーフレットを作成し、中学生、高校生、大学生、教職員を対象としたデートＤ

Ｖ防止セミナーを開催するなど、啓発や相談機関の周知に取り組んできました。 

 若年者に対し、お互いを尊重しあえる対等な関係を築くことの大切さを考える機会を

積極的に提供することは、将来のＤＶの発生防止につながり大変有用であることから、

引き続き関係機関等と連携した人権教育や防止啓発に取り組んでいく必要があります。 

 また、若年者に接する機会が多い関係機関の職員や保護者に対し、ＤＶに関する理解

や被害者支援施策の周知を図ることが必要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）学校における人権教育の充実 

① 児童生徒の発達段階に応じ、人権の尊重、男女の平等、男女の相互理解と協力の重

要性などについて、学校教育活動全体を通じて指導の充実を図ります。 

  ＤＶやデートＤＶ、女性の人権問題などの講演会や研修を通して教職員の理解を進

め、児童生徒に対して固定的な性別役割分担意識の解消や女性の人権尊重の浸透を図

り、女性の人権を保障する社会づくりの推進に努めます。 

＜教育庁人権教育・部落差別解消推進課＞ 

 

② 自由な教育活動を実践できる私立学校の特性を生かし、各私立学校が積極的に人権

教育に取り組み、幼児・児童・生徒の健全な人格形成を図るため、大分県私学協会の

定める大分県私立学校人権教育基本指針に基づき、人権問題や差別の解決に向けた各

私立学校における人権教育の推進に向け、関係機関と連携して助言を行います。 

                            ＜学事・私学振興課＞ 

 

（２）小・中・高・大学生等に向けたＤＶ防止啓発 

① 低年齢層からの教育・意識づくりを行うため、小学生、中学生、高校生、特別支援

学校生、専門学校生、大学生などを対象に、心身の発達段階に応じた暴力を許さない

人権教育やデートＤＶに関する講座を実施します。また、ＤＶ防止啓発用冊子の活用

により、若年層へのより効果的な啓発に取り組みます。 

                        ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 若年者に対し、配偶者暴力相談支援センターや性暴力救援センター等の相談窓口の

周知を図ります。               ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（３）教職員・相談員・保護者に対する研修 

① 教職員を対象とした、ＤＶやデートＤＶに関する研修等を行い、ＤＶについて理解

を深めるとともに、防止教育講座を担うことができる人材の養成に努めます。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 
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② 若年者を対象とした相談機関の相談員等や保護者に対して、正しい理解と被害者支

援施策の周知を図るため、ＤＶに関する研修を行います。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

 

 

(※) デートＤＶ 

 

ＤＶは、夫婦など一緒に暮らしている親密な 

関係にある人からの暴力ですが、交際相手から 

の暴力を「デートＤＶ」といいます。 

 デートＤＶは、つき合っているお互いが対等 

の関係ではなく、一方が相手の人格や意見を尊 

重しないで、自分の考えや価値観を押しつけ、 

力で相手を自分の思うようにする（支配する） 

ことです。暴力の種類は様々で、身体的暴力は 

もちろん、精神的暴力や性的暴力もあります。 

 

 
※ 若年者向けに作成したＤＶ防止啓発用 

リーフレット（抜粋） 
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[ 基本目標Ⅰ ] 

重点施策３  ＤＶ加害者及び被害者に関する調査・研究 

 

 

【現状と課題】 
 本県では、令和 4 年度に「男女共同参画社会づくりのための意識調査」を実施し、Ｄ

Ｖ被害体験の実態把握を行いました。今後も被害者等の実態把握に努めるとともに、国

等の調査結果を参考にしながら、被害者の心身の健康を回復するための方法など被害者

支援に向けた調査研究を行うことが必要です。 

 また、ＤＶをなくし誰もが安心して暮らせる社会をつくるためには、被害者を保護・

支援する対策を推進するとともに、加害者に自らの暴力の責任を自覚させ、暴力の再発

を防ぐための取組も重要です。国は、令和５年５月に「配偶者暴力加害者プログラム実

施のための留意事項」を整理し、加害者プログラムの全国的な実施に向けた取組を進め

ており、その動向を注視するとともに、プログラム導入に向けての検討をすすめる必要

があります。 

 

 

 

【具体的取組】 
（１）被害者に関する調査・研究 

① 実態調査の方法等を検討し、被害者や職務関係者のより詳細な実態把握に努め、今

後の効果的な支援のあり方等を研究します。   ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（２）加害者更生プログラム導入に向けての検討 

① ＤＶ被害者支援の一環として行う加害者更生プログラムについて、国や他県の動

向、本県の状況に関する情報収集を行い、導入に向けた検討を進めていきます。 

＜県民生活・男女共同参画課＞  
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基本目標Ⅱ 迅速な通報・相談しやすい体制づくり 
 

 

 ＤＶは、家庭内という人目に触れることが少ない場所で起こることから、外部から発

見することが困難な上、潜在化しやすく、被害が深刻化しやすいという特性がありま

す。場合によっては、被害者の命にもかかわる重大な事態になることも予想されます。 

 しかしながら、被害者は、「相談するほどのことではないと思った」、「自分にも悪

いところがあると思った」といった認識や、家庭の事情、加害者からの報復の恐怖、度

重なる暴力による無力感等により周囲の人や相談機関等に相談や保護を求めることをた

めらう傾向にあります。 

 法では、ＤＶを発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通

報するよう努めなければならないとされていることから、通報についての法の規定と趣

旨について、県民や関係者への周知に努めることが必要です。 

 また、配偶者暴力相談支援センターや警察、その他の関係機関は、被害者の意思を十

分に尊重しつつ、被害者の訴えに耳を傾け、適切な助言や援助を行うなど、被害者が安

心して相談できる体制づくりに努める必要があります。 

 

 

 

重点施策４  迅速な通報につながる体制整備 

 

 

【現状と課題】 
 医療関係者（医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師等）や消防署の救急隊員等

は、日常の業務を行う中で、被害者を発見しやすい立場にあることから、被害者の発見

及び通報において積極的な役割が期待されています。 

 また、民生委員・児童委員等の福祉関係者は、医療関係者と同様、相談援助業務や対

人援助業務を行う中で、ＤＶを発見しやすい立場にあることから、ＤＶの正しい理解と

被害者への適切な対応が重要です。 

 本県では、被害者の早期発見、早期対応を図るため、被害者の第一発見者になり得る

職務関係者に対して、ＤＶの基礎知識や法律等に関する「ＤＶ防止啓発研修」を実施し

ています。 

 

 ＤＶと児童虐待は密接に関連があることから、被害者の早期発見、早期解決を図るた

めには、児童虐待防止関係機関と配偶者暴力相談支援センター等のＤＶ被害者を保護・

支援する機関が、より一層連携を密にし、協力して問題解決に当たることが必要です。 

 また、学校や保育施設等は、ＤＶや児童虐待を発見する機会があるため、配偶者暴力

相談支援センターや児童相談所などの専門機関への迅速な連絡と、関係機関との連携に

よる被害者への支援が必要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）医療関係者等に対する周知や研修 

① 医師会や看護協会を通じ、医療関係者に対し、通報や情報提供に関する法の規定と

その趣旨、相談機関等に関する周知や研修の実施を要請します。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

 

② 消防署の救急隊員等に対して、ＤＶの正しい理解と救急現場での被害者への対応に

ついての研修を実施します。          ＜県民生活・男女共同参画課＞ 
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③ 医療機関を受診したＤＶ被害者に、二次的被害が生じることのないよう、医療関係

者に対し、「医療関係者のためのＤＶ被害者対応マニュアル」を活用した研修等を実

施します。                  ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

④ 社会福祉施設等の職員に対して、ＤＶの正しい理解と被害者への対応について、協

力が得られるよう、広報を行うとともに、研修の実施に努めます。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（２）福祉関係者等住民に身近な人々への理解促進 

① 民生委員児童委員協議会や地方法務局、人権擁護委員協議会等と連携・協力し、地

域の民生委員・児童委員、人権擁護委員等に対し、ＤＶの正しい理解を促すための研

修を実施します。               ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（３）児童虐待防止関係機関等との連携 

① 児童虐待事例の発見からの通報・保護が円滑に行えるよう、「大分県要保護児童対

策地域協議会」において情報提供を行い、構成機関のＤＶに関する理解促進を図ると

ともに、連携の強化に努めます。             ＜こども・家庭支援課＞ 

 

② 保健所では、児童虐待やＤＶの防止・早期発見の観点から、市町村等地域の関係機

関との連携を強化し、専門機関の紹介等を行います。 

＜健康政策・感染症対策課＞ 

 

③ 「大分県人権教育推進計画（改訂版）」（令和 3 年 3 月改訂）に基づき、女性の人

権（ＤＶ・デートＤＶ）に関する研修等を実施し、知識の周知を図ります。 

                   ＜教育庁人権教育・部落差別解消推進課＞ 
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[ 基本目標Ⅱ ] 

重点施策５  相談体制の充実・強化 

 

 

【現状と課題】 
 複雑、多様化した相談に適切に対応するとともに、潜在的なＤＶ被害者の早期発見に

つなぐため女性相談支援センターでは、ＤＶ被害者からの相談に 365 日対応する体制を

確保しており、アイネスでは、様々な問題や悩みの相談に対応する「女性総合相談」及

び「男性総合相談」を設置しています。また、専門的な判断や助言が必要な場合は、弁

護士による無料法律相談日を設定しているほか、他の専門機関を紹介しています。 

 

 警察では、昼夜を問わず 24 時間体制で被害者等からの相談に対応し、認知した段階

で警察署と警察本部が連携して、事案の認定や危険性・切迫性を判断する体制を整えて

います。 

 また、対応する警察官の性別に関し、相談者の要望に柔軟に対応するため、全警察署

に女性警察官を配置しているほか、外国人被害者への対応に備え、英語、北京語、韓国

語等の主要言語に対応できるよう外国語表記版リーフレット等を整備しています。 

 

 令和４年度に実施した県民意識調査の結果では、配偶者等からのＤＶ被害者の 67.2%

が「誰にも相談しなかった」と回答するなど、被害に遭いながらも誰にも相談していな

い被害者は依然として多い状況です。また、相談した場合の相談先も、「友人、知人」

や「家族や親せき」など身近な人々がほとんどです。 

被害者やその周囲の人からの早期の相談を促すためにも、相談窓口を広く周知・広報

するとともに、配偶者暴力相談支援センターを中心に、市町村をはじめ各相談機関相互

の一層の連携を図ることが必要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）配偶者暴力相談支援センター等の相談体制の充実・機能強化 

① 女性相談支援センターは、一時保護機能を有する機関として、種々の事例を通した

ノウハウを蓄積し、市町村の相談窓口では対応が困難な事例に対する専門的支援や、

広域対応を含めた調整機能の強化に努めます。 

アイネスは、相談員向け研修等の充実を図るとともに、市町村や女性相談支援セン

ター、警察など関係機関相互の連携を強化していきます。 

＜こども・女性相談支援センター(※)、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 関係機関との円滑な連携と被害者の負担軽減や二次的被害防止のため、同行支援の

充実強化に努めるとともに、「ＤＶ相談共通シート」の活用を進めます。                   

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

③ 繰り返されるＤＶや加害者に対する恐怖等により精神的に不安定な状態にある被害

者に対して、こころとからだの相談支援センター(※)等相談窓口の情報提供や、医療

機関の受診を勧奨します。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

④ 保護命令の申立て、離婚、親権、財産分与など被害者が抱える法律問題について、

専門的助言を行うため、弁護士による法律相談の充実に努めるとともに、必要に応じ

て法テラスを紹介します。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 
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⑤ アイネスの「男性総合相談」において、男性被害者からの相談に対応します。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

⑥ こころとからだの相談支援センターでは、ＤＶ加害者・被害者から精神保健福祉に

係る相談があった際には、関係機関と連携を図りながら、対応します。 

                   ＜こころとからだの相談支援センター＞ 

 

（２）警察の相談体制の充実・強化 

① 各警察署においては、被害者の安全の確保やプライバシーに配慮するとともに、被

害者が希望する性別の職員が聴取に当たるなど、相談しやすい体制づくりに努めてい

ます。                    ＜警察本部人身安全・少年課＞ 

 

② ＤＶ事案の受理時に、警察本部と警察署が一体となり、事案の危険性・切迫性を的

確に判断するとともに、状況に応じて、被害者の同意を得て、警察本部通信指令セン

ターへの特定通報者登録や緊急通報装置の貸与等により、有事の際の迅速な対処を図

るなど、被害者の安全確保に努めます。     ＜警察本部人身安全・少年課＞ 

 

（３）市町村の相談機能の強化 

① 市町村職員研修への講師派遣、ＤＶ対策先進事例に関する情報提供等、市町村の相

談体制の整備を支援します。          ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（４）ＤＶ・性暴力の相談窓口の周知、広報 

① 県の広報紙など各種の広報媒体を通じて相談窓口の周知、広報を図ります。           

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 各相談窓口を記載した啓発ステッカーや相談カードを配布し、トイレ等被害者が手

に取りやすい場所に備え置くなど、商業施設等の協力を得て、設置場所の拡大に努め

ます。                    ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

 

(※) こども・女性相談支援センター 

 

 児童虐待、養育困難、心身の発達の遅れ、不登校や非行など児童に関する専門的な 

相談やＤＶ、生活困窮、離婚問題など女性に関する様々な相談に応じ、必要な支援を 

行う大分県の行政機関です。中央児童相談所、女性相談支援センターの機関から構成 

されています。 
 
 

 

 

(※) こころとからだの相談支援センター 

 

 身体、知的、精神に障がいのある方やそのご家族、うつや不眠などのこころの健康 

が気になる方等の相談支援を行う大分県の行政機関です。精神保健福祉センター、身 

体障害者更生相談所、知的障害者更生相談所の 3 つの機関から構成されています。 

なお、「精神保健福祉センター」では、心の健康や病気に関する相談、精神障がい 

者の社会復帰のための支援、研修、講座等の他、関係機関への専門的・技術的支援や 

自立支援医療（精神通院）及び精神障害者手帳の判定や交付などを行っています。 
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[ 基本目標Ⅱ ] 

重点施策６  相談従事者等の資質の向上 

 

 

【現状と課題】 
 相談従事者はＤＶの起こる背景やＤＶの特性を十分に理解し、被害者が必要とする支

援を受けられるよう適切な対応が求められます。また、相談従事者の不適切な言動によ

り、被害者に更なる被害（二次的被害）が生じることのないよう配慮することが必要で

す。 

 このため、関係機関の相談従事者に対して、各種研修や外部の専門家によるスーパー

バイズを実施しています。 

 

 警察においては、交番や駐在所等を含めた全部門においてＤＶ相談を受理することか

ら、全ての警察職員に対してＤＶの定義や対処方法等について研修を行い、ＤＶ相談へ

の組織的な対応を行っています。 

 

 今後も、関係機関が共通認識の下に、連携・協力して統一的な被害者支援が行えるよ

う、各種研修を通じて、相談従事者の資質向上に努めます。 

 また、相談に応じる過程でいわゆる「バーンアウト（燃え尽き）」状態に陥る等相談

従事者の心身の健康が損なわれることのないようメンタルヘルス対策が必要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）相談従事者向け研修の充実 

① 配偶者暴力相談支援センターや市町村、民間支援団体等各関係機関の相談従事者に

対し、相談員の経験年数等に応じた研修会や専門家のスーパーバイズによる事例検討

・意見交換等を体系的、継続的に実施し、相談員として必要な知識や技術の習得と資

質の向上を図ります。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 研修参加が困難な地域の相談従事者に対し、地域間格差の解消を図るため、ブロッ

ク別の相談員等研修会や市町村訪問による事例検討・意見交換を実施します。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

③ ＤＶ事案は、様々な警察活動の過程で対応する可能性があることから、全ての警察 

職員に対する研修を継続的に行っていきます。    ＜警察本部人身安全・少年課＞ 

 

（２）相談従事者への心理的ケアの実施 

① 相談従事者のメンタルヘルスケアの充実を図るため、相談員ストレスケアを実施し

ます。                    ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（３）ＤＶ相談・対応マニュアルの活用 

① 「ＤＶ相談・対応マニュアル」を、必要に応じて改定し、活用を図ります。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

 

  



- 21 - 
 

[ 基本目標Ⅱ ] 

重点施策７  外国人・障がい者・高齢者・性的少数者・男性の被害者への 

適切な対応 

 
 

【現状と課題】 
 被害者に関わる職務関係者は、被害者の年齢や性別、国籍、障がいの有無等を問わ

ず、その人権を尊重し、その安全の確保及び秘密の保持に十分配慮する必要がありま

す。 

 外国人については、言語や文化の違いが障壁となり、相談窓口などの必要な支援情報

から疎遠となったり、実際に相談する場合においても、相談する内容が伝わりにくい状

況があります。 

 配偶者暴力相談支援センターでは、外国人から相談があったときは、外国語のＤＶ啓

発リーフレットにより対応していますが、必要に応じ通訳の確保にも努めています。 

ＤＶを含む外国人生活相談やボランティア・留学生による通訳支援体制は整備されて

きました。こうした支援体制の周知について、今後も取り組みを進めていく必要があり

ます。 

 障がい者や高齢者、性的少数者（※）についても、ＤＶに関する相談機関の情報が届

きにくかったり、被害者がより潜在化しやすい状況にあります。職務上、障がい者や高

齢者等に接する機会の多い関係機関の職員に対し、ＤＶの理解や被害者支援施策の周知

を図るとともに、連携を促進して相談しやすい体制整備を図ることが必要です。 

 また、男性からの相談も一定数存在しており、性別に関わらずＤＶに悩むすべての方

への適切な対応と相談しやすい体制整備を図ることが必要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）外国人・障がい者・高齢者・性的少数者・男性の被害者への相談の充実 

① 外国人被害者への相談、支援において国際交流プラザ等と連携して、通訳の確保等

適切な対応に努めます。また、国際交流プラザの相談担当職員に対し、ＤＶに関する

研修を行います。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 国際交流プラザの外国人生活相談や通訳支援体制を維持・整備していくとともに、

今後は国際交流プラザの機関誌や外国語情報誌などを通じて支援体制の広報に努めま

す。                            ＜国際政策課＞ 

 

③ 障がい者、高齢者のＤＶ未然防止と被害者の適切な保護を図るため、市町村の担当

窓口をはじめ、市町村自立支援協議会や相談支援事業所、地域包括支援センター等関

係機関に対して、会議等の機会を利用して、ＤＶに関する研修を行い理解の促進を図

ります。                   ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

④ 配偶者暴力相談支援センターと市町村や地域包括支援センター等福祉関係機関の障

がい者及び高齢者に係る相談窓口との連携を強化するとともに市町村が行う福祉施策

等も勘案し、被害者の心身の状況に十分配慮した早期の対応と適切な支援に努めま

す。                     ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

⑤ 被害者に更なる被害（二次的被害）が生じることのないよう、ＤＶ相談員の研修に

おいて、性的少数者に関する内容を盛り込むなど相談体制の充実を図ります。 

                        ＜県民生活・男女共同参画課＞ 
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⑥ 性的少数者等に対する相談窓口（「ＬＧＢＴ等に関する相談窓口※」）において、

性的少数者等からＤＶ相談を受けた場合には、必要に応じて配偶者暴力相談支援セン

ター等の関係機関と連携し、対応します。また、当該窓口の相談員に対し、研修等の

機会を通じて、ＤＶに関する理解の促進を図ります。 

＜人権尊重・部落差別解消推進課＞ 

 

⑦（再掲）アイネスの「男性総合相談」において、男性被害者からの相談に対応しま

す。                     ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（２）外国人向けリーフレットの活用 

① ＤＶ啓発リーフレット外国語版（英語、中国語、韓国語）を必要に応じて改定を行

い活用します。                  ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（３）障がい者向けリーフレットの活用 

① 視覚障がい者のためのリーフレットを活用します。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

 

 

 

(※) 性的少数者 

 

 何らかの形で「性」のあり方が少数派の人をいい、ＬＧＢＴなどが含まれる。 
 
 ＬＧＢＴとは 

Ｌはレズビアン(Lesbian)：女性に恋をする女性 
 

Ｇはゲイ(Gay)：男性に恋をする男性 
 

Ｂはバイセクシュアル(Bisexual)：男性・女性どちらにも恋をする人 
 

Ｔはトランスジェンダー(Transgender)：心の性別と身体の性別に違和感を持っ

ている人（性別違和(性同一性障害)と診断を受けた人を含む。） 
 
 他にも、恋愛感情を持たないアセクシュアル(asexual)、自分でもわからない、決

められないクエスチョニング(questioning)など性のありよう(sexuality)は人さまざ

まです。 

 

 

 

(※) ＬＧＢＴ等に関する相談窓口 

 

 大分県では、ジェンダーアイデンティティや性的指向などの悩みについて、専用の 

相談窓口で相談を受けています。大分県公認心理師協会に所属する公認心理師や臨床 

心理士が、ご本人やご家族、友人などからの相談に対応します。 

相談方法は、電話・ＳＮＳ・メールで、相談料は無料です。匿名での相談も可能と 

しています。 
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基本目標Ⅲ 安全で安心できる保護体制づくり 
 

 

 被害者の保護に当たっては、何よりも被害者の安全の確保を最優先にすることが重要

です。夜間・休日や一時保護所から離れている相談窓口等に緊急に保護を求めてきた被

害者に対しては、一時保護所までの安全な移送に特に配慮する必要があります。また、

市町村と連携し、一時保護が決定されるまでの間、安全な避難場所を確保することも必

要です。 

 保護命令が発令された場合には、配偶者暴力相談支援センター、警察、関係機関が連

携し、被害者等の安全を図る必要があります。 

 

 

 

重点施策８  緊急時の安全確保 

 

 

【現状と課題】 
 緊急に保護する必要がある場合には、市町村や警察などの関係機関が連携して安全な

移送に努めています。 

 

 警察でＤＶ事案を受理した場合は、被害者等の安全確保を第一に事案の危険性・切迫

性を判断し、必要に応じて関係機関と連携して避難場所を確保するよう努めています。 

  

 被害者や加害者の中には、認知症等の問題を抱え、避難のみの対応では不十分で入院

や福祉施設入所等が必要なケースや夜間・休日等において避難先のない被害者等の緊急

的な安全確保の措置が必要なケースなどがあるため、関係機関による連絡、移送体制の

充実を図るとともに、被害者の近隣に一時保護が行われるまでの間の避難場所を確保す

ることも必要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）被害者の安全な移送の確保 

① 休日や夜間などに緊急な一時保護のための移送が必要と認められるときは、保護の

求めを受けた機関をはじめ、配偶者暴力相談支援センター、警察、福祉事務所等の関

係行政機関が連携し、被害者の状況を考慮しながら、安全な移送に努めます。 

                 ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

（２）避難場所の確保 

① 緊急な保護が必要な場合は、引き続き、配偶者暴力相談支援センターと連携による

シェルターへの一時保護や、公費負担による宿泊費の助成により、避難場所の確保に

努めます。また、市町村や民間団体との連携による避難場所の確保に努めます。 

                 ＜警察本部人身安全・少年課＞ 

 

② 一時保護所から離れている地域においても夜間・休日等の迅速、的確な保護ができ

るよう、一時保護委託先がない地域での委託先の確保を検討します。 

                      ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

③ 夜間、休日を問わず、被害者の安全の確保、負担の軽減等に配慮しつつ、一時保護

の要否判断を速やかに行う体制を整えます。 ＜こども・女性相談支援センター＞ 
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[ 基本目標Ⅲ ] 

重点施策９  一時保護体制の充実 

 

 

【現状と課題】 
 一時保護所では、安心安全な生活環境を提供し、被害者の心身の回復や自立に向けた

援助等、入所者の意向に寄り添って最適な支援が行えるよう保護体制のより一層の整

備、充実を図っていく必要があります。 

 また、児童を同伴する被害者には、裁判所や市役所へ外出時や心身に大きな被害を受

けレスパイト(※)が必要な場合に、同伴児童に対する保育や学習支援が必要になりま

す。 

 さらに、障がい者や高齢者、外国人、性的少数者等さまざまな配慮が必要となる被害

者に対応するため、多様な一時保護委託施設を確保するなど、受け入れ体制の整備、充

実も求められます。 

 この他、加害者から執拗な追及がある場合には、県外施設への入所等、県域を越えた

広域的な連携が必要となる場合があります。 

 なお、一時保護件数は全国的に減少していますが、通信機器の利用制限等の制約が要

因の一つと言われています。安全は確保しながら、必要な人が適切に一時保護につなが

る体制の検討を図ることが必要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）一時保護所の整備・充実 

① 心理支援員や同伴児童対応支援員、女性相談支援員等の専門的支援を実施する職員

を配置し、一時保護所の入所者及び同伴児童に対して、心理的支援や保育支援等のき

め細やかなケアや支援を行うとともに、自立に必要な制度等についての情報提供、助

言、関係機関との連絡調整等を実施します。 ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

② 安全確保を目的とする通信機器利用制限等の一時保護所の制約については、他自治

体の例なども参考に改善を検討します。 

また、一時保護所の制約が一時保護を拒む要因となる場合には、一時保護委託を検

討します。                ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

（２）一時保護委託先の拡大等 

① 被害者が高齢者又は障がい者である場合は、高齢者虐待又は障がい者虐待に該当す

る可能性もあることから、被害者の事情に配慮しながら市町村と密接な連携を図ると

ともに、適切な社会福祉施設等において一時保護ができるよう委託先の確保を図りま

す。 

また、その他様々な配慮を必要とする被害者にも対応できるよう、多様な一時保護

委託先の確保に努めます。         ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

② 一時保護については、被害者の状況に応じて適切な保護を実施するために、必要に

応じて民間シェルター等への委託を検討します。 

＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

③ 同伴児童が男子で年齢が高い場合（小学校高学年以降）には、親子を分離すること

なく一緒に保護することが可能な施設への一時保護委託を行います。 

＜こども・女性相談支援センター＞ 
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（３）県外施設等との連携 

① 一時保護・施設入所に際し、県域を越える対応が必要となる場合は、安全で円滑な

手続が行えるよう、被害者の住所地を所管する福祉事務所や、他県関係機関、警察等

との連携を図ります。           ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

 

 

 

(※) レスパイト 

 

 一時的中断、休息、息抜きを意味する英語。 医療用語では、在宅で介護をする家族

などの介護者を、介護から開放して休息させることを目的とした「レスパイトケア」や

「レスパイト入院」などの言葉があります。 
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[ 基本目標Ⅲ ] 

重点施策１０  保護命令発令に対する適切な対応 

 

【現状と課題】 
 保護命令制度は、被害者の生命または心身に重大な危害を加えられることを防止する

ため、裁判所が被害者からの申し立てにより、身体に対する暴力をふるう、または生命

等に対する脅迫をした配偶者に対し、一定期間、被害者または被害者のこどももしくは

親族等へのつきまとい等の禁止、被害者等への電話やメールの禁止及び生活の本拠とし

ている住居からの退去や住居付近のはいかいの禁止を命じるものです。 

 制度の有効な活用を図るため、被害者に対する保護命令制度の情報提供や保護命令発

令後の支援など、被害者等の安全確保について配偶者暴力相談支援センターや警察をは

じめ、各関係機関が連携し、適切な対応をすることが重要です。 

 

 警察では、ＤＶ事案の対応について、被害者等の安全確保を第一として、配偶者暴力

相談支援センターや学校等関係機関等との連携を密にし、保護命令発令後における加害

者への面接の実施や、被害者への定期連絡を実施するなど、被害者等の状況を把握し、

安全対策に努めています。 

 

加害者のもとから避難している被害者と同居するこどもが通学する学校や通所する保

育所等においては、被害者から申出があった場合に、関係機関と連携を図りつつ、加害

者に対して被害者の居住地が知られることがないように、十分配慮することが求められ

ます。 
 
 

【具体的取組】 
（１）配偶者暴力相談支援センターの対応 

① 保護命令の発令された被害者及び被害者のこども又は親族等の安全確保について、具

体的対応ができるよう、関係機関との一層の連携を図ります。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 被害者が速やかに安心して保護命令制度を利用できるよう、適切な情報提供や助言等

に努めます。   ＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

③ 教職員や保育士等に対し、必要に応じて改定を行いながら「教育関係者のためのＤＶ

被害者対応マニュアル」を活用した研修等を通じ、ＤＶやＤＶがこどもに与える影響等

についての理解を深めるとともに、保護命令が発令されたことについて、被害者から申

出があった場合や加害者側からの問い合わせ等への適切な対応について周知を図りま

す。                      ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（２）警察の対応 

① 保護命令が発令された場合は、加害者に面接し、保護命令の遵守について指導すると

ともに、被害者及びその親族等に対して、定期的な連絡や安全確認などの保護対策を図

ります。また、状況に応じ、加害者の親族への説明を行い、再発防止を図ります。 

                ＜警察本部人身安全・少年課＞ 

 

② 被害者及びその親族等への危険性・切迫性を的確に判断し、関係機関と連携した一時

避難の実施や加害者の検挙・警告等を行います。  ＜警察本部人身安全・少年課＞ 
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（３）教育委員会の対応 

① 被害者や被害者と同居しているこどもに対して接近禁止命令が発令されていること

について、被害者から申出があった場合は、関係機関と連携を図りつつ、加害者に対

して被害者の居住地が知られることがないよう、被害者のこどもの転校先や居住地等

の情報管理を徹底し、特別な配慮を要する児童生徒の情報共有を教職員間で図りま

す。                      ＜教育庁義務教育課、特別支援教育課、高校教育課＞ 
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基本目標Ⅳ 被害者の意思を尊重した自立支援の推進 
 

 

 被害者がそれまでの生活の場所を離れ、新たな場所で自立するに当たっては、住宅の

確保、就職、こどもの養育など生活面、経済面の自立はもとより、長い間の暴力により

疲弊した心身の回復を図ることが重要です。 

 被害者の自立支援に当たっては、配偶者暴力相談支援センターは、就業の促進、住宅

の確保、援護等に関する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡

調整その他の援助を行うこととされています。 

 被害者の意思が尊重されながら、抱えている背景や状況に応じて、最適な支援が受け

られるよう、配偶者暴力相談支援センターが中心となって、民間団体を含む関係機関と

の連携を図りながら、それぞれが被害者の自立に向けた適切な支援を行う必要がありま

す。 

 また、被害者への支援内容が適切であったかどうかについて確認・検討を行い、今

後、被害者の問題解決に結びつけていくことが重要です。 

 

 

重点施策１１  被害者への心理的支援 

 

 

【現状と課題】 
 被害者は、繰り返される心身への暴力に傷つき、恐怖や苦痛で混乱していたり、生活

への不安に駆られていたりすることが多いことから、心身をケアし、健康回復を図るた

めの専門的な支援が必要です。 

 女性相談支援センターでは、一時保護所の入所者に対して、心理支援員等の面接によ

りアセスメント（※）を行い、心理ケアや心理教育等の心理学的側面からの支援を実施

しています。 

 アイネスでは、「女性総合相談」窓口において、専門の相談員が女性の抱える様々な

問題や悩みに関する相談に対応するほか、危機的介入期を過ぎた被害者に対する自助グ

ループの支援や臨床心理士等による専門的なカウンセリングも実施しています。 

 

 

【具体的取組】 
（１）回復のための心理的ケアの充実 

① 被害者に不安や抑うつ、不眠など日常生活に支障を来すような症状がある場合に、

精神科医等の専門家によるカウンセリング等を勧奨します。 

一時保護の入所者に対しては、必要に応じて医療機関への情報提供や受診同行を実

施しています。  ＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 一時保護の入所者に対して、心理支援員を配置して心理面接、心理検査、心理教育

を実施するなど、被害からの回復につながるよう心理学的な支援を行っています。ま

た、疾病の有無や診療の要否について、保健師による健康チェックを通して、被害者

の心身の健康状態を把握し、保健指導等を行います。 

＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

③ アイネスにおいて、臨床心理士等による継続的な心理的ケアに取り組みます。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 
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④ 過去の性被害や性的搾取による心的外傷を抱えている一時保護者も多くみられるこ

とから、「おおいた性暴力救援センター・すみれ」と早期に連携し、心的外傷の被害

回復支援から日常生活の回復等につなげていけるように努めます。 

                 ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

⑤ 保健所は、配偶者暴力相談支援センターと連携し、被害者が心理的な安定を取り戻

すための精神保健に関する地域の相談窓口として対応します。 

＜健康政策・感染症対策課＞ 

 

（２）被害者のエンパワーメント(※) 

① 危機的介入期を過ぎた被害者の相談・交流の場を提供するとともに、参加者が自助

グループの活動に移行する場合や、被害者が主催する自助グループの運営に対しての

支援を行います。                     ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 自宅に居ながらエンパワーメントに必要な資料・情報等を得られるよう、大分県女

性活躍推進ポータルサイト等を通じて、就労や子育てに役立つ情報の提供に努めま

す。                          ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

 

 

 

 

(※) アセスメント 

 

  相談者等との面談や聞き取りなどから、心身の状態や日常生活の状況といった情報

を収集し、相談者等の現状や意向等の把握・分析を行うこと。 

   

 

 

 

(※) エンパワーメント 

 

 誰もが本来持っている生命力や個性などの潜在能力を取り戻すこと。 
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[ 基本目標Ⅳ ] 

重点施策１２  同伴児童等への支援 

 
 

【現状と課題】 
 児童が同居する家庭における配偶者に対する暴力その他の児童に著しい心理的外傷を

与える言動を行うことは、「児童虐待の防止等に関する法律」において、児童虐待に当

たるとされており、これらの行為により、児童の心身に様々な影響があらわれると言わ

れています。 

 そのため、同伴児童の被害の早期発見・早期介入に向けた支援が適切に実施されるよ

うな体制が求められます。 

 一時保護所では、同伴児童のアセスメントを行い、心のケアのため心理支援員による

心理ケアを行っています。 

 被害者の保護と自立の支援を図る上で、同居するこどもの就学に関する問題は極めて

重要です。学校は、配偶者暴力相談支援センターや児童相談所等の関係機関と連携し、

被害者に対し同伴するこどもの就学について情報提供を行うとともに、問題を抱える児

童生徒の小さな変化も見逃さない教育相談体制を整備しています。 

 
 

【具体的取組】 
（１）心理的ケアの充実 

① 同伴児童に不安や抑うつ、不眠など日常生活に支障を来すような症状がある場合

は、同伴児童のケアにつながるよう児童相談所や医療機関等への相談を勧奨します。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 一時保護所の同伴児童に対して、心理支援員による心理面接や心理教育、保健師に

よる健康チェック等を行います。         ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

（２）児童相談所等との連携 

① 配偶者に対する暴力が行われること等、直接児童に対して向けられた行為ではなく

ても、児童に著しい心理的外傷を与えるものを児童虐待ととらえ、市町村や児童相談

所と連携しながら適切に対応します。 

また、一時保護した同伴児童については、要保護児童対策地域協議会に積極的に参

加し、関係機関での情報共有に努めます。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（３）医療機関との連携 

① 専門的な援助が必要と思われる児童については、児童相談所等と連携して、情報提

供や受診勧奨を行います。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（４）学校、教育委員会の対応 

① 被害者の安全の確保を図りつつ、こどもの教育を受ける権利が保障されるよう、児

童相談所、配偶者暴力相談支援センター等と連携します。 

＜教育庁義務教育課、特別支援教育課、高校教育課＞ 

 

② スクールカウンセラーを活用するなどして、学校での相談体制の充実を図ります。 

                   ＜教育庁学校安全・安心支援課＞ 
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③ スクールソーシャルワーカーを活用し、児童生徒や保護者の生活にかかる環境調整

の支援を行います。                 ＜教育庁学校安全・安心支援課＞ 
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[ 基本目標Ⅳ ] 

重点施策１３  生活基盤確立のための支援 

 

 

【現状と課題】 
 被害者が自立するためには、住宅の確保、就労、各種支援制度や法制度の利用等生活

基盤確立のための支援が重要です。また、被害者の意思が尊重されながら、抱えている

背景や状況に応じて、最適な支援が受けられるよう、自立して生活するための支援を継

続することが必要です。 

 被害者の住宅支援については、県営住宅では、ＤＶ被害者から申込みがある場合、一

般の申込者より当選確率を高くする優先入居の対象としているほか、適正かつ合理的な

管理に支障のない範囲内で、目的外使用による一時入居も可能としています。 

 また、一時保護施設の退所者を対象に、民間住宅又は公営住宅へ入居する場合の初期

費用等の助成を行っています。 

 被害者の就労支援については、関係機関と連携の上、きめ細かな就業支援に取り組む

とともに、配偶者暴力相談支援センターでは、ハローワークでの求職活動等への同行支

援を行っています。 

 この他、住民票の閲覧制限、国民年金、各種健康保険、児童手当、児童扶養手当、生

活保護等の各制度や様々な福祉施策の利用について情報提供を行うとともに、必要な場

合は、市町村等への橋渡しを行っています。今後とも、市町村等との連携を深め、被害

者の自立に必要な情報の提供に努めていく必要があります。 

 

 

【具体的取組】 
（１）住宅確保のための支援 

① 配偶者暴力相談支援センター等の被害者支援機関と連携するとともに、優先入居制

度を活用し、ＤＶ被害者が速やかに県営住宅に入居できるよう支援を行います。 

                            ＜公営住宅室＞ 

 

② 市町村営住宅におけるＤＶ被害者の優先入居の推進を図ります。 

＜公営住宅室＞ 

 

③ 配偶者暴力相談支援センター等の被害者支援機関と連携するとともに、県営住宅の

目的外使用制度を活用し、ＤＶ被害者が新しい生活基盤を確立するまでの一時的避難

に対応できるよう支援を行います。                   ＜公営住宅室＞ 

 

④ 施設入所中のＤＶ被害者等が、アパート自立や就労を図る場合、身寄りがないなど

一定の条件を満たせば、施設長が保証人になることのできる身元保証人確保対策事業

の周知と適切な運用を図ります。            ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

⑤ ＤＶ被害者が、転居等に際し資金援助が必要な場合、母子・父子・寡婦福祉資金や

生活福祉資金などの貸付金制度の活用について情報提供を行います。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

⑥ 一時保護施設を退所した被害者等が、民間住宅又は公営住宅へ入居し自立を図る場

合、家賃や初期費用等の助成を行います。        ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

⑦ 市町村ごとに、不動産関係団体、社会福祉協議会、地域包括支援センター、社会福

祉法人、居住支援法人、大学、地域住民等で構成される居住支援協議会の設立を支援
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することで、住まいや暮らしに関するワンストップの相談対応及び支援の実施を推進

します。                                  ＜建築住宅課＞ 

 

（２）就労のための支援 

① 相談・保護機関、ハローワーク、母子家庭等就業・自立支援センター等と連携の

上、ジョブカフェ、大分県中高年齢者就業支援センター、職業能力開発校において、

一人ひとりの状況に応じたきめ細かな就業支援に取り組みます。 

＜雇用労働室＞ 

 

② ハローワークでの求職活動に同行するなど、就労先を確保するための支援を行いま

す。          ＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

③ 一時保護施設を退所した被害者等が、就職活動等で保育所等を利用する場合の保育

費用の助成を行います。                ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（３）市町村等と連携した各種制度の活用 

① 地域での生活を支援する各種福祉制度・施策が利用できるように、情報収集に努め

るとともに、市町村をはじめとする関係機関との一層の連携を図ります。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 生活に困窮しているまたは困窮する恐れがあり、複合的な原因を抱え、各専門機関

では支援しきれなかったり、社会的孤立により支援につながりにくい人については、

「生活困窮者自立支援法」に基づき全ての市町村に設置された総合相談窓口での、地

域の実情に応じた、包括的、個別的、継続的な支援を推進します。 

＜福祉保健企画課＞ 

 

③ 資産や能力等全てを活用してもなお生活に困窮する人に対し、困窮の程度に応じて

必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を助長する生

活保護制度が被害者に対し適切に適用されるよう、各福祉事務所を指導します。 

                       ＜保護・監査指導室＞ 
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[ 基本目標Ⅳ ] 

重点施策１４  地域でのフォローアップの充実 

 

 

【現状と課題】 
 繰り返し家庭内で暴力を受けてきた被害者は、心身に深刻なダメージを負っているこ

とが多くあります。その回復には長期的なケアを必要とする場合もあり、被害者が、地

域で安心して暮らすことができ、自らの意思を尊重されながら、寄り添いつながり続け

る支援を受けられるよう、サポート体制を構築していく必要があります。 

 また、ＤＶはこどもの人格形成や心身の成長に深刻な影響を与えるため、ＤＶから逃

れた後に、こどもに様々な症状や問題行動が表れることがあるため、地域において、教

育委員会、学校等関係機関が連携を図りながら、こどもの心のケアに関わっていくこと

が求められます。 

 

 

【具体的取組】 
（１）一時保護終了後の継続的支援 

① 配偶者暴力相談支援センターは、被害者の了解のもと、市町村のＤＶ相談窓口及び

高齢者、障がい者、児童担当窓口等と連絡を取り、見守りや窓口相談対応について連

携を図ります。  ＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 保健所は、配偶者暴力相談支援センターと連携し、被害者が心理的な安定を取り戻

すための精神保健に関する地域の相談窓口として対応するとともに、市町村と連携

し、生活相談等や関係機関の紹介等の対応を行います。      ＜福祉保健企画課＞ 

 

③ 孤立防止を図るため、被害者の相談・交流の場を提供し、カウンセリングや情報提

供の充実に努めます。                ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

   

④ 女性相談支援センターは、一時保護施設退所者が、心身の健康回復を図りながら、

地域社会で孤立することなく安定的な生活が送れるよう、電話や訪問等によるアフタ

ーケアを実施します。 

  また、地域の社会資源につなげるため、確実な情報提供等を行うとともに、本人の

意思を尊重しながら支援方針をたて、関係機関等と連携しながら、生活の安定と自立

につながる支援に努めます。              ＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

（２）こどもの支援に関わる関係機関の連携 

① 配偶者暴力相談支援センターは、学校や地域においてこどもの見守りができるよ

う、被害者の意向を尊重しながら、関係機関（教育委員会、学校、幼稚園、保育所、

児童相談所等）に情報提供を行う等連携に努めます。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 校内でのこどものケアに対応できるよう、要請に応じて、教職員や保護者対象の人

権研修に専門的な講師や指導主事を派遣し、ＤＶに関する知識の周知を図ります。 

＜教育庁人権教育・部落差別解消推進課＞ 
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基本目標Ⅴ 推進体制の整備 
 

 

 ＤＶの防止及び被害者の保護や自立支援については、単一機関のみで支援を完結する

ことは困難であり、多くの機関がかかわっています。そのため、各関係機関が共通認識

を持ち、日々の相談、保護、自立支援等様々な段階において、相互に緊密に連携・協力

して取り組むことができるよう、推進体制の整備を図る必要があります。 

 また、被害者に身近な市町村での支援の充実も求められており、市町村の体制整備に

向けた支援を行うことが必要です。 

 さらに、民間団体においても被害者支援のために様々な活動を行っており、被害者の

多様な状況に応じたきめの細かいサービスや支援を行うためには、行政と民間団体とが

連携し、協働していくことが必要です。 

 

 

 

重点施策１５  関係機関の顔が見えるネットワーク体制の強化 

 

 

【現状と課題】 
 被害者支援のためには、配偶者暴力相談支援センター、警察、福祉事務所等法に掲げ

られた機関を始め、人権擁護委員や、関連する施策を所管する関係機関が共通認識を持

ち、日々の相談、一時保護、自立支援等様々な段階において、緊密に連携して取り組む

ことが必要です。 

 令和５年の法改正では、関係機関等から構成される協議会の法定化が努力義務とされ

ました。 

 本県では、関係行政機関、弁護士会、民生委員児童委員協議会等をメンバーとした

「ＤＶ被害者支援関係機関ネットワーク会議」を開催し、関係機関の連携に努めている

ところですが、より効果的に被害者を支援していくため、この組織を法第５条の２に定

める協議会に発展させ、連携協力体制のより一層の充実を図っていく必要があります。 

 

 

【具体的取組】 
（１）ＤＶ被害者支援関係機関の連携の充実 

① 「ＤＶ被害者支援関係機関ネットワーク会議」を引き続き定期的に開催し、事例検

討の実施などを通じ実効性のある連携に努めるとともに、体制の強化を図り、法第５

条の２に定める協議会の構築を進めます。    ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 配偶者暴力相談支援センターと警察本部による「ＤＶ関係機関連絡会議」を定期的

に開催し、連絡調整、課題協議等を行うとともに連携強化を図ります。 

＜県民生活・男女共同参画課、こども・女性相談支援センター、 

警察本部人身安全・少年課＞ 
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参考 ＤＶ被害者に対する支援の体制 

 

 

 
 
 
 

 (※) 母子生活支援施設 
 

配偶者のない女性等及びその女性等が監護すべき児童を入所させて、保護するととも

に、これらの者の自立の促進のために、その生活を支援することを目的とする施設で

す。 
  

警  察 

被害者安全確保 

加害者検挙 

一時保護施設 

緊急避難・一時保護 

安
全
支
援 

児童相談所 

こどもの心のケア 

児童虐待対応 

学校・教育委員会 

転校手続き・情報管理 

母子生活支援施設(※) 

ほか社会福祉施設 

母子世帯の生活支援 

精神保健福祉センター 

心の相談 

保健所 

こ
ど
も
の
支
援 

心
の
支
援 

公営住宅担当課 

優先入居 

年金事務所 

社会保険 

相談、情報提供 

市町村 

ハローワーク 

就労、職業訓練 

福祉事務所 

生活保護等各種福祉制度 

母子生活支援施設(※)ほか社会福祉施設 

母子世帯の生活支援 

民間支援団体 

各種手続き同行支援等 

心の相談・見守り 

地方裁判所 

保護命令発令 

家庭裁判所 

離婚調停・裁判 

法テラス・弁護士 

相談・弁護士費用立替・代理人 

法務局 

相談 

自
立
支
援 

法
的
支
援 

相
談 通報 

支
援 

ＤＶ被害者 
学校、保育所等、 

医療機関、県民等 

 
 

 

  

 

 

 

Ｄ Ｖ を 発 見 

・ 相談、情報提供 
 

・ カウンセリング 
 

・ 一時保護 
 

・ 自立支援 
 

・ 同行支援 

配偶者暴力相談 

支援センター 

女性相談支援センター 

消費生活・男女共同参画 

プラザ（アイネス） 

その他の配偶者暴力相談

支援センター 
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[ 基本目標Ⅴ ] 

重点施策１６  市町村の被害者支援体制整備への支援 

 

 

【現状と課題】 
 平成 19 年の法改正により、市町村においても基本計画の策定と配偶者暴力相談支援

センターの設置が努力義務とされ、被害者に最も身近な行政主体である市町村が計画を

策定し、地域に根ざしたきめ細かな被害者支援を行うことが求められています。 

現在、大分県内のすべての市町村でＤＶ基本計画が策定され、令和２年４月には、大

分市に配偶者暴力相談支援センターが設置されました。 

 市町村に配偶者暴力相談支援センターが設置されることは、被害者にとって、身近な

相談窓口ができるとともに、被害者の緊急時の安全確保や自立に向けた継続的な支援を

行う上で大変有効であるため、引き続き設置に向けた取組が望まれます。 

 また、地域における被害者支援を充実するためには、支援ネットワークをつくるとと

もに、ＤＶや関係法制度に関する知識を持ち、それを実際に支援に結びつけることので

きる支援者の確保が不可欠です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）市町村配偶者暴力相談支援センターの設置等への支援 

① 引き続き、市町村配偶者暴力相談支援センターの設置について要請するとともに、

市町村の実施する施策が円滑に進むよう必要な情報の提供や助言に努めます。 

                    ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 市町村は、相談や生活保護、保険・年金、教育など多くの支援の窓口を持っている

ことから、被害者の負担軽減や二次的被害の防止のための庁内連絡会議を設置するな

ど支援窓口相互の連携体制の整備を働きかけていきます。 

 ＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

③ 市町村との連携強化のため、ＤＶ相談員等研修会や市町村訪問による事例検討・意

見交換の開催により情報交換に努めます。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

④ 市町村訪問等の機会をとらえ、女性相談支援員配置の要請に努めます。 

＜こども・女性相談支援センター＞ 

 

（２）支援ネットワークづくりの促進 

① ＤＶの発見から、情報提供、通報、相談機関へとスムーズな支援につながるよう、

民生委員・児童委員、自治委員、人権擁護委員等を構成員とする、地域の被害者支援

のネットワークづくりを市町村に働きかけていきます。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（３）地域における支援者の養成 

① 民間支援団体の立ち上げや市町村窓口の相談員、ＤＶ学習会の講師などを担うこと

ができる人材を養成するため、市町村と連携して、支援者等の養成講座を開催しま

す。                     ＜県民生活・男女共同参画課＞ 
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[ 基本目標Ⅴ ] 

重点施策１７  多様な民間団体との連携と協働（※） 

 

 

【現状と課題】 
 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護については、民間団体も大きな役割を担

っています。被害者の多様な状況に対応するためには、必要に応じて民間団体と、機動

的に連携を図ることが必要です。 

 本県では、弁護士会との共催による「女性の権利ホットライン」や、ＤＶ被害者支援

団体、女性団体等の協力による「女性に対する暴力をなくす運動街頭キャンペーン」、

また、弁護士会、民生委員児童委員協議会等をメンバーとした関係機関ネットワーク会

議の開催等民間団体との協働のもと各種の事業を実施しています。 

 また、ＤＶに関する広報・啓発や被害者支援を行う際、ＤＶ被害者支援団体と連携し

て実施しています。 

 民間団体には、被害者の保護・支援に精通した団体や、居住支援・生活支援を実施す

る団体もあり、今後も、行政と民間団体それぞれの特性を活かして、さらなる協働を推

し進めることが重要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）民間団体との連携と協働 

① 相談、広報・啓発、被害者同行支援等自立支援、研修・講座等の実施について、民

間団体との連携と協働に努めます。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（２）民間団体への活動支援 

① 民間団体が主催するＤＶに関する講演会や学習会等イベントの後援や講師派遣、広

報協力、相談員の資質向上、民間シェルターの運営など民間団体の活動を支援しま

す。 

＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 
 
 

 (※) 連携と協働 
 

民間団体との連携について、国の基本方針では「配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護については、この問題に取り組む民間団体も大きな役割を担っており、被害者の

多様な状況に対応するためには、このような民間団体と支援センターとが対等な関係性

において、必要に応じ、機動的に連携を図りながら対応することが必要である」と規定

されています。 

 

※国の基本方針で定める民間団体との連携の例 

相談業務、広報啓発業務、同行支援等の自立支援、研修等における専門的知見の 

活用、法第５条の２等に基づく協議会への参加の招請など。 

 

また、「協働」とは「同じ目的のために、対等の立場で協力して共に働くこと」で、

ここでは、県と民間団体が、それぞれに果たすべき責任と役割を分担しながら、対等な

立場で、相互に補完し、協力して進めることを記載しています。 

「きょうどう」には、「共同」、「協同」、「協働」があり、いずれもそこに集まっ

た人や団体が「同じ目的」を共有していることでは共通していますが、「協働」は、そ

こに集まった人や団体の立場が異なり、また、それぞれが異なる活動をすることに特徴

があります。 
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[ 基本目標Ⅴ ] 

重点施策１８  おおいた性暴力救援センターとの連携 

 

 

【現状と課題】 
ＤＶには、身体的暴力、精神的暴力、経済的暴力、社会的暴力、デジタル暴力、そし

て性的暴力があります。 

親密な間柄であったとしても自分の意思に反して受ける性的な行為は、性暴力です

が、被害者は、もっと抵抗できたのではないか、自分にも責任があるのではないかとの

思いから誰にも相談できず、一人で悩み、被害は潜在化しがちです。 

心身に大きなダメージを受けた性暴力の被害者が、被害直後も、中長期的にも安心し

て相談や支援を受けることができるよう、本県では、平成 28 年 4 月に「おおいた性暴

力救援センター・すみれ」を開設し、性犯罪・性暴力被害に関する相談支援に応じてい

ます。 

 性的暴力を受けたＤＶ被害について連携して被害者支援に取り組むことが必要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）性的暴力を受けた被害者へのきめ細かな対応 

① 「おおいた性暴力救援センター・すみれ」と連携し、性的暴力被害を受けたＤＶ被

害者に対して、その意思を尊重しながら医療やカウンセリング等の必要な支援を行い

ます。                    ＜県民生活・男女共同参画課＞ 
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[ 基本目標Ⅴ ] 

重点施策１９  被害者等に係る情報の保護 

 

 

【現状と課題】 
 被害者及びその関係者の安全確保を図るためには、被害者の住所や居所はもとより、

被害者の支援を行う施設や団体の所在地等、被害者等に係る情報の管理に細心の注意が

必要です。 

 配偶者暴力相談支援センターをはじめ、被害者支援に携わる多くの関係機関におい

て、被害者等に関する情報の適切な管理と秘密の保持に努めることが必要です。 

 

 

【具体的取組】 
（１）情報の適切な管理と秘密の保持 

① 被害者支援に携わる職務関係者は、被害者や同伴児童及びその支援者に関する情報

を適切に管理し、秘密を保持します。 
＜こども・女性相談支援センター、県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 市町村における被害者の情報管理を徹底するため、住民基本台帳及び国民健康保険

等の閲覧制限などの適正な措置について周知を図ります。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

③ 教育委員会や学校においては、児童生徒の安全の確保及び個人情報の保護について

の研修を実施し、職員の理解を深め、情報管理の徹底に努めます。 

＜教育庁義務教育課、特別支援教育課、高校教育課＞ 
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[ 基本目標Ⅴ ] 

重点施策２０  苦情解決体制の整備 

 

 

【現状と課題】 
 被害者の相談や保護、自立支援に当たっては、それぞれの担当職員のＤＶに関する理

解不足や被害者に対する不適切な対応により、被害者が二次的被害を受けたり、また望

む支援が受けられなかったりする事態が生じることがあります。 

 職員や機関の対応に関する苦情は、基本的には、当該機関において受け付け、被害者

の心身の状況等に十分な配慮をしながら、適切な対応を行うことが必要です。 

また、当該機関の対応内容に関して苦情申立人の理解が得られない場合や、制度・施

策等の不備に対する苦情についても、適切な対応が求められます。 

 

 

【具体的取組】 
（１）相談機関の苦情解決体制の充実 

① 申出のあった苦情を真摯に受け止め、適切かつ迅速に対応し、今後の業務改善に結

びつけるとともに、可能な限り、対応結果について申立人に説明を行う等、相談機関

における苦情解決体制の整備・充実を図ります。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

② 研修等を通じて、相談に従事する職員の資質の向上に努めるとともに、各相談機関

の苦情解決体制について周知を図ります。 

＜県民生活・男女共同参画課＞ 

 

（２）公正な苦情解決 

① 県の相談機関において解決できなかった苦情や施策に関する苦情については、大分

県男女共同参画推進条例に基づく「男女共同参画に関する申出処理制度」による適切

な処理に努めます。              ＜県民生活・男女共同参画課＞ 
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１ 計画の策定経過 
 
 

時  期 会 議 等 内  容 

 
令和 6 年 7 月 5 日 

 
 

8 月 7 日 

 
 

9 月 19 日 

 

11 月 13 日 

 

 

12 月 4 日 

↓   

令和 7 年 1 月 8 日 

 

1 月 30 日 

 

3 月 7 日 

 
第 1 回 計画策定ワーキンググループ会議 

 
 
令和 6年度 第 1 回 男女共同参画審議会 

 
 
第 2 回 計画策定ワーキンググループ会議 

 

令和 6年度 第 2 回 男女共同参画審議会 

 

 
 
県民意見募集（パブリックコメント）の 

実施 
 

令和 6年度 第 3 回 男女共同参画審議会 

 

男女共同参画推進本部会議（書面決議） 

 
前計画の検証、 

骨子案の検討 
 
前計画の検証、 

骨子案の審議 
 
素案の検討 

 

知事からの諮問 

素案の審議 
 

 

 

 
 

案の審議 

 

案の審議 
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２ 大分県男女共同参画審議会 委員名簿 
 
 

氏 名 役  職 

阿部
あ べ

 貴史
た か し

 内田・阿部法律事務所 弁護士 

岩切
いわきり

 知美
と も み

 株式会社成美 代表取締役 

河野
か わ の

 智宏
ともひろ

 連合大分 副事務局長 

清
きよ

松
まつ

 里沙
り さ

 大分県女性農業経営士 おおいた AFF 女性ネットワーク委員 

髙
こう

武
たけ

 慎
しん

 NHK 大分放送局 コンテンツセンター長 

坂本
さかもと

 章彦
あきひこ

 大分県 ICT 教育サポーター 

貞永
さだなが

 明美
あ け み

 貞永産婦人科医院 院長 

篠原
しのはら

 丈司
た け し

 社会保険労務士 

帯刀
たてわき

 麻衣
ま い

 公募委員 

日野
ひ の

 一美
か ず み

 部落解放同盟大分県連合会 執行委員 

○ 藤田
ふ じ た

 敦
あつし

 大分大学教育学部 教授 

藤野
ふ じ の

 喜代治
き よ は る

 大分県中小企業団体中央会 総務部総務連携課長 

古代
ふるしろ

 紘子
ひ ろ こ

 大分県生活学校運動推進協議会 書記  

松木
ま つ き

 和美
か ず み

 心理カウンセラー 

三浦
み う ら

 正臣
まさおみ

 県議会福祉保健生活環境委員会 委員長 

宮脇
みやわき

 恵
え

理
り

 
ミヤシステム株式会社 常務取締役 

合同会社アイ．ジー．シー 代表社員 

森田
も り た

 典子
の り こ

  公募委員 

吉本
よしもと

 寛子
ひ ろ こ

 ＮＰＯえばの会 会長 

渡部
わたなべ

 さおり 大分合同新聞社 報道部長 

◎ 渡邊
わたなべ

 博子
ひ ろ こ

 大分大学経済学部 教授 大分大学学長補佐(社会連携担当） 

◎ 会長 、○ 副会長              （五十音順、敬称略） 
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３ 具体的取組別 担当課・室一覧 

 
  

（１） ＤＶに関する研修や学習機会の充実

（２） 多様な広報媒体をつかった啓発

（３） 女性に対する暴力をなくす運動の充実

（１） 学校における人権教育の充実

（２） 小・中・高・大学生等に向けたＤＶ防止啓発

（３） 教職員・相談員・保護者に対する研修

（１） 被害者に関する調査・研究

（２） 加害者更生プログラム導入に向けての検討

（１） 医療関係者等に対する周知や研修

（２） 福祉関係者等住民に身近な人々への理解促進

（３） 児童虐待防止関係機関等との連携

（１） 配偶者暴力相談支援センター等の相談体制の充実・機能強化

（２） 警察の相談体制の充実・強化

（３） 市町村の相談機能の強化

（４） ＤＶ・性暴力の相談窓口の周知、広報

（１） 相談従事者向け研修の充実

（２） 相談従事者への心理的ケアの実施

（３） ＤＶ相談・対応マニュアルの活用

（１） 外国人・障がい者・高齢者・性的少数者・男性の被害者への相談の充実

（２） 外国人向けリーフレットの活用

（３） 障がい者向けリーフレットの活用

（１） 被害者の安全な移送の確保

（２） 避難場所の確保

（１） 一時保護所の整備・充実

（２） 一時保護委託先の拡大等

（３） 県外施設等との連携

（１） 配偶者暴力相談支援センターの対応

（２） 警察の対応

（３） 教育委員会の対応

（１） 回復のための心理的ケアの充実

（２） 被害者のエンパワーメント

（１） 心理的ケアの充実

（２） 児童相談所等との連携

（３） 医療機関との連携

（４） 学校、教育委員会の対応

（１） 住宅確保のための支援

（２） 就労のための支援

（３） 市町村等と連携した各種制度の活用

（１） 一時保護終了後の継続的支援

（２） こどもの支援に関わる関係機関の連携

 １５　関係機関の顔が見えるネットワーク体制の
　　　 強化

（１） ＤＶ被害者支援関係機関の連携の充実

（１） 市町村配偶者暴力相談支援センターの設置等への支援

（２） 支援ネットワークづくりの促進

（３） 地域における支援者の養成

（１） 民間団体との連携と協働

（２） 民間団体への活動支援

 １８　おおいた性暴力救援センターとの連携 （１） 性的暴力を受けた被害者へのきめ細かな対応

 １９　被害者等に係る情報の保護 （１） 情報の適切な管理と秘密の保持

（１） 相談機関の苦情解決体制の充実

（２） 公正な苦情解決

 ６　相談従事者等の資質の向上

具　体　的　取　組

 ２０　苦情解決体制の整備

 １７　多様な民間団体との連携と協働

 １６　市町村の被害者支援体制整備への支援

 １４　地域でのフォローアップの充実

 １３　生活基盤確立のための支援

 １２　同伴児童等への支援

 １１　被害者への心理的支援

 １０　保護命令発令に対する適切な対応

 ９　一時保護体制の充実

Ⅱ

迅速な通報・相談

しやすい体制づくり

Ⅲ

安全で安心できる

保護体制づくり

Ⅳ

被害者の意思を尊重

した自立支援の推進

Ⅴ

推進体制の整備

基 本 目 標 重　点　施　策

 ８　緊急時の安全確保

 ７　外国人・障がい者・高齢者・性的少数者・
　　 男性の被害者への適切な対応

 ５　相談体制の充実・強化

 ４　迅速な通報につながる体制整備

Ⅰ

 暴力根絶のための

啓発と教育の充実

 １　暴力を許さない社会意識の醸成

 ３　ＤＶ加害者及び被害者に関する調査・研究

 ２　若年者に対する人権教育・ＤＶ防止啓発の
 　　充実・強化
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○

総務部 企画振興部
商工観光
労働部

警察本部

 
学
事
・
私
学
振
興
課

 
国
際
政
策
課

　
福
祉
保
健
企
画
課

 
保
護
・
監
査
指
導
室

　
健
康
政
策
・
感
染
症

　
対
策
課

 
こ
ど
も
・
家
庭
支
援
課

　
こ
ど
も
・
女
性
相
談

　
支
援
セ
ン
タ
ー

　
こ
こ
ろ
と
か
ら
だ
の

　
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

 
県
民
生
活
・
男
女
共
同

　
参
画
課

 
人
権
尊
重
・

　
部
落
差
別
解
消
推
進
課

 
雇
用
労
働
室

　
建
築
住
宅
課

 
公
営
住
宅
室

 
学
校
安
全
・
安
心

　
支
援
課

 
義
務
教
育
課

 
特
別
支
援
教
育
課

 
高
校
教
育
課

 
人
権
教
育
・

　
部
落
差
別
解
消
推
進
課

 
人
身
安
全
・
少
年
課

○ ○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○ ○ ○

○

○

○ ○ ○ ○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○

○

○ ○

○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○

○

○

・・・「第５次大分県ＤＶ対策基本計画」の具体的取組に記述のある担当課・室

土木建築部 教育庁福祉保健部 生活環境部

凡例
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４ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
 

平成十三年法律第三十一号  
最終改正：令和五年五月一九日法律第三十号   

 

 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条—第五条の四） 

第三章 被害者の保護（第六条—第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条—第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条—第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条—第三十一条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実

現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害

者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女性で

あり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等

の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、

被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶しようと努

めている国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

 

第一章 総則 

 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」と

は、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対

する不法な攻撃であって生命又は身体に危害

を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準

ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この

項及び第二十八条の二において「身体に対す

る暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの

身体に対する暴力等を受けた後に、その者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合に

あっては、当該配偶者であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者から

の暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をし

ていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしてい

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった

者が、事実上離婚したと同様の事情に入ること

を含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力を防止するとともに、被害者の保護（被害

者の自立を支援することを含む。以下同じ。）を

図る責務を有する。 

 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、

法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び

次条第五項において「主務大臣」という。）は、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策に関する基本的な方針（以下この条

並びに次条第一項及び第三項において「基本

方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、

次条第一項の都道府県基本計画及び同条第

三項の市町村基本計画の指針となるべきものを

定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本的な事項 



資料編 

- 48 - 
 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策を実施するために必要な国、

地方公共団体及び民間の団体の連携及び

協力に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のための施

策に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変

更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機

関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当

該都道府県における配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護のための施策の実施に関す

る基本的な計画（以下この条において「都道府

県基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事

項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策を実施するために必要な当

該都道府県、関係地方公共団体及び民間

の団体の連携及び協力に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のための施

策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本

方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案し

て、当該市町村における配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護のための施策の実施に

関する基本的な計画（以下この条において「市

町村基本計画」という。）を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画

又は市町村基本計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都

道府県基本計画又は市町村基本計画の作成

のために必要な助言その他の援助を行うよう努

めなければならない。 

 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する

女性相談支援センターその他の適切な施設に

おいて、当該各施設が配偶者暴力相談支援セ

ンターとしての機能を果たすようにするものとす

る。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設

において、当該各施設が配偶者暴力相談支援

センターとしての機能を果たすようにするよう努

めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護のため、次に

掲げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相

談に応ずること又は女性相談支援員若しくは

相談を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医

学的又は心理学的な指導その他の必要な

指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場

合にあっては、被害者及びその同伴する家

族。次号、第六号、第五条、第八条の三及

び第九条において同じ。）の緊急時における

安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進する

ため、就業の促進、住宅の確保、援護等に

関する制度の利用等について、情報の提供、

助言、関係機関との連絡調整その他の援助

を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用に

ついて、情報の提供、助言、関係機関への

連絡その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用に

ついて、情報の提供、助言、関係機関との連

絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、女性相談支援セン

ターが、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める

基準を満たす者に委託して行うものとする。 

５ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその

役員若しくは職員又はこれらの者であった者は、

正当な理由がなく、その委託を受けた業務に関

して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を

行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るための活

動を行う民間の団体との連携に努めるものとす

る。 

（女性相談支援員による相談等） 

第四条 女性相談支援員は、被害者の相談に応

じ、必要な援助を行うことができる。 

（女性自立支援施設における保護） 

第五条 都道府県は、女性自立支援施設におい

て被害者の保護を行うことができる。 

（協議会） 

第五条の二 都道府県は、単独で又は共同して、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を

図るため、関係機関、関係団体、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護に関連する職務

に従事する者その他の関係者（第五項におい

て「関係機関等」という。）により構成される協議
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会（以下「協議会」という。）を組織するよう努め

なければならない。 

２ 市町村は、単独で又は共同して、協議会を組

織することができる。 

３ 協議会は、被害者に関する情報その他被害者

の保護を図るために必要な情報の交換を行うと

ともに、被害者に対する支援の内容に関する協

議を行うものとする。 

４ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団

体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を

公表しなければならない。 

５ 協議会は、第三項に規定する情報の交換及び

協議を行うため必要があると認めるときは、関係

機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の

開陳その他必要な協力を求めることができる。 

（秘密保持義務） 

第五条の三 協議会の事務に従事する者又は従

事していた者は、正当な理由がなく、協議会の

事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

（協議会の定める事項） 

第五条の四 前二条に定めるもののほか、協議会

の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会

が定める。 

 

第三章 被害者の保護 

 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者で

あった者からの身体に対する暴力に限る。以下

この章において同じ。）を受けている者を発見し

た者は、その旨を配偶者暴力相談支援センタ

ー又は警察官に通報するよう努めなければなら

ない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行う

に当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見したと

きは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又

は警察官に通報することができる。この場合に

おいて、その者の意思を尊重するよう努めるも

のとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏

示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の

規定は、前二項の規定により通報することを妨

げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行う

に当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見したと

きは、その者に対し、配偶者暴力相談支援セン

ター等の利用について、その有する情報を提供

するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護につい

ての説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害

者に関する通報又は相談を受けた場合には、

必要に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規

定により配偶者暴力相談支援センターが行う業

務の内容について説明及び助言を行うとともに、

必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴

力が行われていると認めるときは、警察法（昭和

二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執

行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その

他の法令の定めるところにより、暴力の制止、被

害者の保護その他の配偶者からの暴力による

被害の発生を防止するために必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部

長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く

方面については、方面本部長。第十五条第三

項において同じ。）又は警察署長は、配偶者か

らの暴力を受けている者から、配偶者からの暴

力による被害を自ら防止するための援助を受け

たい旨の申出があり、その申出を相当と認める

ときは、当該配偶者からの暴力を受けている者

に対し、国家公安委員会規則で定めるところに

より、当該被害を自ら防止するための措置の教

示その他配偶者からの暴力による被害の発生

を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第

四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条

において「福祉事務所」という。）は、生活保護

法（昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福

祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子

及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法

律第百二十九号）その他の法令の定めるところ

により、被害者の自立を支援するために必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府

県警察、福祉事務所、児童相談所その他の都

道府県又は市町村の関係機関その他の関係機

関は、被害者の保護を行うに当たっては、その

適切な保護が行われるよう、相互に連携を図り

ながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護

に係る職員の職務の執行に関して被害者から

苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこ

れを処理するよう努めるものとする。 

 

第四章 保護命令 

 

（接近禁止命令等） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力

又は生命、身体、自由、名誉若しくは財産に対

し害を加える旨を告知してする脅迫（以下この

章において「身体に対する暴力等」という。）を

受けた者に限る。以下この条並びに第十二条
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第一項第三号及び第四号において同じ。）が、

配偶者（配偶者からの身体に対する暴力等を受

けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合にあっては、当該配偶者であ

った者。以下この条及び第十二条第一項第二

号から第四号までにおいて同じ。）からの更なる

身体に対する暴力等により、その生命又は心身

に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、

裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者

に対し、命令の効力が生じた日から起算して一

年間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の

本拠としている住居を除く。以下この項におい

て同じ。）その他の場所において被害者の身辺

につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その

他その通常所在する場所の付近をはいかいし

てはならないことを命ずるものとする。 

２ 前項の場合において、同項の規定による命令（

以下「接近禁止命令」という。）を発する裁判所

又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、

当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以

後、接近禁止命令の効力が生じた日から起算し

て一年を経過する日までの間、被害者に対して

次に掲げる行為をしてはならないことを命ずるも

のとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような

事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこ

と。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを

得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、

文書を送付し、通信文その他の情報（電気

通信（電気通信事業法（昭和五十九年法律

第八十六号）第二条第一号に規定する電気

通信をいう。以下この号及び第六項第一号

において同じ。）の送信元、送信先、通信日

時その他の電気通信を行うために必要な情

報を含む。以下この条において「通信文等」

という。）をファクシミリ装置を用いて送信し、

若しくは電子メールの送信等をすること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時

から午前六時までの間に、電話をかけ、通信

文等をファクシミリ装置を用いて送信し、又は

電子メールの送信等をすること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は

嫌悪の情を催させるような物を送付し、又は

その知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知

り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若し

くはその知り得る状態に置き、その性的羞恥

心を害する文書、図画、電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。以下この号におい

て同じ。）に係る記録媒体その他の物を送付

し、若しくはその知り得る状態に置き、又はそ

の性的羞恥心を害する電磁的記録その他の

記録を送信し、若しくはその知り得る状態に

置くこと。 

九 その承諾を得ないで、その所持する位置情

報記録・送信装置（当該装置の位置に係る

位置情報（地理空間情報活用推進基本法（

平成十九年法律第六十三号）第二条第一項

第一号に規定する位置情報をいう。以下この

号において同じ。）を記録し、又は送信する

機能を有する装置で政令で定めるものをいう。

以下この号及び次号において同じ。）（同号

に規定する行為がされた位置情報記録・送

信装置を含む。）により記録され、又は送信さ

れる当該位置情報記録・送信装置の位置に

係る位置情報を政令で定める方法により取

得すること。 

十 その承諾を得ないで、その所持する物に位

置情報記録・送信装置を取り付けること、位

置情報記録・送信装置を取り付けた物を交

付することその他その移動に伴い位置情報

記録・送信装置を移動し得る状態にする行

為として政令で定める行為をすること。 

３ 第一項の場合において、被害者がその成年に

達しない子（以下この項及び次項並びに第十

二条第一項第三号において単に「子」という。）

と同居しているときであって、配偶者が幼年の

子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っているこ

とその他の事情があることから被害者がその同

居している子に関して配偶者と面会することを

余儀なくされることを防止するため必要があると

認めるときは、接近禁止命令を発する裁判所又

は発した裁判所は、被害者の申立てにより、当

該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、

接近禁止命令の効力が生じた日から起算して

一年を経過する日までの間、当該子の住居（当

該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除

く。以下この項において同じ。）、就学する学校

その他の場所において当該子の身辺につきま

とい、又は当該子の住居、就学する学校その他

その通常所在する場所の付近をはいかいして

はならないこと及び当該子に対して前項第二号

から第十号までに掲げる行為（同項第五号に掲

げる行為にあっては、電話をかけること及び通

信文等をファクシミリ装置を用いて送信すること

に限る。）をしてはならないことを命ずるものとす

る。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、

その同意がある場合に限る。 

４ 第一項の場合において、配偶者が被害者の親

族その他被害者と社会生活において密接な関

係を有する者（被害者と同居している子及び配

偶者と同居している者を除く。以下この項及び

次項並びに第十二条第一項第四号において「

親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗

野又は乱暴な言動を行っていることその他の事
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情があることから被害者がその親族等に関して

配偶者と面会することを余儀なくされることを防

止するため必要があると認めるときは、接近禁

止命令を発する裁判所又は発した裁判所は、

被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、命

令の効力が生じた日以後、接近禁止命令の効

力が生じた日から起算して一年を経過する日ま

での間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に

生活の本拠としている住居を除く。以下この項

において同じ。）その他の場所において当該親

族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住

居、勤務先その他その通常所在する場所の付

近をはいかいしてはならないことを命ずるものと

する。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五

歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）

の同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成

年被後見人である場合にあっては、その法定代

理人の同意）がある場合に限り、することができ

る。 

６ 第二項第四号及び第五号の「電子メールの送

信等」とは、次の各号のいずれかに掲げる行為

（電話をかけること及び通信文等をファクシミリ

装置を用いて送信することを除く。）をいう。 

一 電子メール（特定電子メールの送信の適正

化等に関する法律（平成十四年法律第二十

六号）第二条第一号に規定する電子メール

をいう。）その他のその受信をする者を特定

して情報を伝達するために用いられる電気

通信の送信を行うこと。 

二 前号に掲げるもののほか、電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法であって、内閣府令で定

めるものを用いて通信文等の送信を行うこと

。 

（退去等命令） 

第十条の二 被害者（配偶者からの身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命

又は身体に対し害を加える旨を告知してする脅

迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた

者に限る。以下この条及び第十八条第一項に

おいて同じ。）が、配偶者（配偶者からの身体に

対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた

後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り

消された場合にあっては、当該配偶者であった

者。以下この条、第十二条第二項第二号及び

第十八条第一項において同じ。）から更に身体

に対する暴力を受けることにより、その生命又は

身体に重大な危害を受けるおそれが大きいとき

は、裁判所は、被害者の申立てにより、当該配

偶者に対し、命令の効力が生じた日から起算し

て二月間（被害者及び当該配偶者が生活の本

拠として使用する建物又は区分建物（不動産登

記法（平成十六年法律第百二十三号）第二条

第二十二号に規定する区分建物をいう。）の所

有者又は賃借人が被害者のみである場合にお

いて、被害者の申立てがあったときは、六月間）、

被害者と共に生活の本拠としている住居から退

去すること及び当該住居の付近をはいかいして

はならないことを命ずるものとする。ただし、申

立ての時において被害者及び当該配偶者が生

活の本拠を共にする場合に限る。 

（管轄裁判所） 

第十一条 接近禁止命令及び前条の規定による

命令（以下「退去等命令」という。）の申立てに係

る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がな

いとき又は住所が知れないときは居所）の所在

地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 接近禁止命令の申立ては、次の各号に掲げる

地を管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対 

する暴力等が行われた地 

３ 退去等命令の申立ては、次の各号に掲げる地

を管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対 

する暴力又は生命等に対する脅迫が行わ

れた地 

（接近禁止命令等の申立て等） 

第十二条 接近禁止命令及び第十条第二項から

第四項までの規定による命令の申立ては、次に 

掲げる事項を記載した書面でしなければならな

い。 

一 配偶者からの身体に対する暴力等を受け

た状況（当該身体に対する暴力等を受けた

後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合であって、当該配偶者であ

った者からの身体に対する暴力等を受けたと

きにあっては、当該配偶者であった者からの

身体に対する暴力等を受けた状況を含む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者からの更

なる身体に対する暴力等により、生命又は心

身に重大な危害を受けるおそれが大きいと

認めるに足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令（以下この

号並びに第十七条第三項及び第四項にお

いて「三項命令」という。）の申立てをする場

合にあっては、被害者が当該同居している

子に関して配偶者と面会することを余儀なく

されることを防止するため当該三項命令を発

する必要があると認めるに足りる申立ての時

における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立て

をする場合にあっては、被害者が当該親族

等に関して配偶者と面会することを余儀なく

されることを防止するため当該命令を発する

必要があると認めるに足りる申立ての時にお

ける事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は

警察職員に対し、前各号に掲げる事項につ

いて相談し、又は援助若しくは保護を求めた
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事実の有無及びその事実があるときは、次に

掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた

日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内   

容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られ

た措置の内容 

２ 退去等命令の申立ては、次に掲げる事項を記

載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命

等に対する脅迫を受けた状況（当該身体に

対する暴力又は生命等に対する脅迫を受け

た後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合であって、当該配偶者であ

った者からの身体に対する暴力又は生命等

に対する脅迫を受けたときにあっては、当該

配偶者であった者からの身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫を受けた状況を含

む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者から更に

身体に対する暴力を受けることにより、生命

又は身体に重大な危害を受けるおそれが大

きいと認めるに足りる申立ての時における事

情 

三 配偶者暴力相談支援センターの職員又は

警察職員に対し、前二号に掲げる事項につ

いて相談し、又は援助若しくは保護を求めた

事実の有無及びその事実があるときは、次に

掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた

日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内  

容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られ

た措置の内容 

３ 前二項の書面（以下「申立書」という。）に第一

項第五号イからニまで又は前項第三号イからニ

までに掲げる事項の記載がない場合には、申

立書には、第一項第一号から第四号まで又は

前項第一号及び第二号に掲げる事項について

の申立人の供述を記載した書面で公証人法（

明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ

二第一項の認証を受けたものを添付しなけれ

ばならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、接近禁止命令、第十条第

二項から第四項までの規定による命令及び退

去等命令（以下「保護命令」という。）の申立てに

係る事件については、速やかに裁判をするもの

とする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が

立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、

これを発することができない。ただし、その期日

を経ることにより保護命令の申立ての目的を達

することができない事情があるときは、この限り

でない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまで

又は同条第二項第三号イからニまでに掲げる

事項の記載がある場合には、裁判所は、当該

配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官

署の長に対し、申立人が相談し、又は援助若し

くは保護を求めた際の状況及びこれに対して執

られた措置の内容を記載した書面の提出を求

めるものとする。この場合において、当該配偶

者暴力相談支援センター又は当該所属官署の

長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項

の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属

官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは

援助若しくは保護を求められた職員に対し、同

項の規定により書面の提出を求めた事項に関し

て更に説明を求めることができる。 

（期日の呼出し） 

第十四条の二 保護命令に関する手続における

期日の呼出しは、呼出状の送達、当該事件に

ついて出頭した者に対する期日の告知その他

相当と認める方法によってする。 

２ 呼出状の送達及び当該事件について出頭した

者に対する期日の告知以外の方法による期日

の呼出しをしたときは、期日に出頭しない者に

対し、法律上の制裁その他期日の不遵守による

不利益を帰することができない。ただし、その者

が期日の呼出しを受けた旨を記載した書面を提

出したときは、この限りでない。 

（公示送達の方法） 

第十四条の三 保護命令に関する手続における

公示送達は、裁判所書記官が送達すべき書類

を保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付

すべき旨を裁判所の掲示場に掲示してする。 

（電子情報処理組織による申立て等） 

第十四条の四 保護命令に関する手続における

申立てその他の申述（以下この条において「申

立て等」という。）のうち、当該申立て等に関する

この法律その他の法令の規定により書面等（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本

その他文字、図形等人の知覚によって認識す

ることができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。次項及び第四項において同じ。）を

もってするものとされているものであって、最高

裁判所の定める裁判所に対してするもの（当該

裁判所の裁判長、受命裁判官、受託裁判官又

は裁判所書記官に対してするものを含む。）に

ついては、当該法令の規定にかかわらず、最高

裁判所規則で定めるところにより、電子情報処

理組織（裁判所の使用に係る電子計算機（入出

力装置を含む。以下この項及び第三項におい
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て同じ。）と申立て等をする者の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情

報処理組織をいう。）を用いてすることができる。 

２ 前項の規定によりされた申立て等については、

当該申立て等を書面等をもってするものとして

規定した申立て等に関する法令の規定に規定

する書面等をもってされたものとみなして、当該

申立て等に関する法令の規定を適用する。 

３ 第一項の規定によりされた申立て等は、同項の

裁判所の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルへの記録がされた時に、当該裁判所に

到達したものとみなす。 

４ 第一項の場合において、当該申立て等に関す

る他の法令の規定により署名等（署名、記名、

押印その他氏名又は名称を書面等に記載する

ことをいう。以下この項において同じ。）をするこ

ととされているものについては、当該申立て等を

する者は、当該法令の規定にかかわらず、当該

署名等に代えて、最高裁判所規則で定めるとこ

ろにより、氏名又は名称を明らかにする措置を

講じなければならない。 

５ 第一項の規定によりされた申立て等が第三項

に規定するファイルに記録されたときは、第一

項の裁判所は、当該ファイルに記録された情報

の内容を書面に出力しなければならない。 

６ 第一項の規定によりされた申立て等に係るこの

法律その他の法令の規定による事件の記録の

閲覧若しくは謄写又はその正本、謄本若しくは

抄本の交付は、前項の書面をもってするものと

する。当該申立て等に係る書類の送達又は送

付も、同様とする。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定に

は、理由を付さなければならない。ただし、口頭

弁論を経ないで決定をする場合には、理由の

要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又

は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の

期日における言渡しによって、その効力を生ず

る。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速

やかにその旨及びその内容を申立人の住所又

は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本

部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配

偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談

し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、

かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一

項第五号イからニまで又は同条第二項第三号

イからニまでに掲げる事項の記載があるときは、

裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した

旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載

された配偶者暴力相談支援センター（当該申立

書に名称が記載された配偶者暴力相談支援セ

ンターが二以上ある場合にあっては、申立人が

その職員に対し相談し、又は援助若しくは保護

を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援

センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に

対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を

及ぼさない 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の

取消しの原因となることが明らかな事情があるこ

とにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、

申立てにより、即時抗告についての裁判が効力

を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を

命ずることができる。事件の記録が原裁判所に

存する間は、原裁判所も、この処分を命ずること

ができる。 

４ 前項の規定により接近禁止命令の効力の停止

を命ずる場合において、第十条第二項から第

四項までの規定による命令が発せられていると

きは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命

じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を

申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が接近禁止命令を取り消す場合に

おいて、第十条第二項から第四項までの規定

による命令が発せられているときは、抗告裁判

所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保

護命令について、第三項若しくは第四項の規

定によりその効力の停止を命じたとき又は抗告

裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記

官は、速やかに、その旨及びその内容を当該

通知をした配偶者暴力相談支援センターの長

に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の

場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消し

た場合について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保

護命令の申立てをした者の申立てがあった場

合には、当該保護命令を取り消さなければなら

ない。接近禁止命令又は第十条第二項から第

四項までの規定による命令にあっては接近禁

止命令が効力を生じた日から起算して三月を経

過した日以後において、退去等命令にあっては

当該退去等命令が効力を生じた日から起算し

て二週間を経過した日以後において、これらの

命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれ

らの命令の申立てをした者に異議がないことを

確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、接近禁止命令を発した

裁判所が前項の規定により当該接近禁止命令

を取り消す場合について準用する。 

３ 三項命令を受けた者は、接近禁止命令が効力

を生じた日から起算して六月を経過した日又は

当該三項命令が効力を生じた日から起算して
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三月を経過した日のいずれか遅い日以後にお

いて、当該三項命令を発した裁判所に対し、第

十条第三項に規定する要件を欠くに至ったこと

を理由として、当該三項命令の取消しの申立て

をすることができる。 

４ 裁判所は、前項の取消しの裁判をするときは、

当該取消しに係る三項命令の申立てをした者

の意見を聴かなければならない。 

５ 第三項の取消しの申立てについての裁判に対

しては、即時抗告をすることができる。 

６ 第三項の取消しの裁判は、確定しなければそ

の効力を生じない。 

７ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、

第一項から第三項までの場合について準用す

る。 

（退去等命令の再度の申立て） 

第十八条 退去等命令が発せられた後に当該発

せられた退去等命令の申立ての理由となった

身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と

同一の事実を理由とする退去等命令の再度の

申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共

に生活の本拠としている住居から転居しようとす

る被害者がその責めに帰することのできない事

由により当該発せられた命令の期間までに当該

住居からの転居を完了することができないことそ

の他の退去等命令を再度発する必要があると

認めるべき事情があるときに限り、退去等命令

を発するものとする。ただし、当該退去等命令を

発することにより当該配偶者の生活に特に著し

い支障を生ずると認めるときは、当該退去等命

令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の

規定の適用については、同条第二項各号列記

以外の部分中「事項」とあるのは「事項及び第十

八条第一項本文の事情」と、同項第三号中「事

項に」とあるのは「事項及び第十八条第一項本

文の事情に」と、同条第三項中「事項に」とある

のは「事項並びに第十八条第一項本文の事情

に」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当

事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の

閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄

本の交付又は事件に関する事項の証明書の交

付を請求することができる。ただし、相手方にあ

っては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若し

くは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があ

り、又は相手方に対する保護命令の送達がある

までの間は、この限りでない。 

第二十条 削除 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を

除き、保護命令に関する手続に関しては、その

性質に反しない限り、民事訴訟法（平成八年法

律第百九号）第一編から第四編までの規定（同

法第七十一条第二項、第九十一条の二、第九

十二条第九項及び第十項、第九十二条の二第

二項、第九十四条、第百条第二項、第一編第

五章第四節第三款、第百十一条、第一編第七

章、第百三十三条の二第五項及び第六項、第

百三十三条の三第二項、第百五十一条第三項

、第百六十条第二項、第百八十五条第三項、

第二百五条第二項、第二百十五条第二項、第

二百二十七条第二項並びに第二百三十二条

の二の規定を除く。）を準用する。この場合にお

いて、次の表の上欄に掲げる同法の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第百

十二

条第

一項

本文 

前条の規定による

措置を開始した 

裁判所書

記官が送

達すべき書

類を保管し

、いつでも

送達を受け

るべき者に

交付すべき

旨の裁判

所の掲示

場への掲

示を始めた 

第百

十二

条第

一項

ただし

書 

前条の規定による

措置を開始した 

当該掲示を

始めた 

第百

十三

条 

書類又は電磁的記

録 

書類 

 記載又は記録 記載 

 第百十一条の規定

による措置を開始し

た 

裁判所書

記官が送

達すべき書

類を保管し

、いつでも

送達を受け

るべき者に

交付すべき

旨の裁判

所の掲示

場への掲

示を始めた 

第百

三十

三条

の三

記載され、又は記

録された書面又は

電磁的記録 

記載された

書面 

当該書面又は電磁 当該書面 
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第一

項 

的記録 

 又は電磁的記録そ

の他これに類する

書面又は電磁的記

録 

その他これ

に類する書

面 

第百

五十

一条

第二

項及

び第

二百

三十

一条

の二

第二

項 

方法又は最高裁判

所規則で定める電

子情報処理組織を

使用する方法 

方法 

第百

六十

条第

一項 

最高裁判所規則で

定めるところにより、

電子調書（期日又

は期日外における

手続の方式、内容

及び経過等の記録

及び公証をするた

めにこの法律その

他の法令の規定に

より裁判所書記官

が作成する電磁的

記録をいう。以下同

じ。） 

調書 

第百

六十

条第

三項 

前項の規定により

ファイルに記録され

た電子調書の内容

に 

調書の記

載について 

第百

六十

条第

四項 

第二項の規定によ

りファイルに記録さ

れた電子調書 

調書 

 当該電子調書 当該調書 

第百

六十

条の

二第

一項 

前条第二項の規定

によりファイルに記

録された電子調書

の内容 

調書の記

載 

第百

六十

条の

その旨をファイルに

記録して 

調書を作成

して 

二第

二項 

第二

百五

条第

三項 

事項又は前項の規

定によりファイルに

記録された事項若

しくは同項の記録

媒体に記録された

事項 

事項 

第二

百十

五条

第四

項 

事項又は第二項の

規定によりファイル

に記録された事項

若しくは同項の記

録媒体に記録され

た事項 

事項 

第二

百三

十一

条の

三第

二項 

若しくは送付し、又

は最高裁判所規則

で定める電子情報

処理組織を使用す

る 

又は送付

する 

第二

百六

十一

条第

四項 

電子調書 調書 

記録しなければ 記載しなけ

れば 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護

命令に関する手続に関し必要な事項は、最高

裁判所規則で定める。 

 

第五章 雑則 

 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の

保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（

次項において「職務関係者」という。）は、その

職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、そ

の置かれている環境等を踏まえ、被害者の国

籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重す

るとともに、その安全の確保及び秘密の保持

に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、

被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に

関する理解を深めるために必要な研修及び啓

発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者か

らの暴力の防止に関する国民の理解を深める

ための教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 
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第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に資す

るため、加害者の更生のための指導の方法、

被害者の心身の健康を回復させるための方法

等に関する調査研究の推進並びに被害者の

保護に係る人材の養成及び資質の向上に努

めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護を図るた

めの活動を行う民間の団体に対し、必要な援

助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費

用を支弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲

げる業務を行う女性相談支援センターの運

営に要する費用（次号に掲げる費用を除く。

） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき女

性相談支援センターが行う一時保護（同条

第四項に規定する厚生労働大臣が定める

基準を満たす者に委託して行う場合を含む。

）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県が置く

女性相談支援員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保

護（市町村、社会福祉法人その他適当と認

める者に委託して行う場合を含む。）及びこ

れに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市町村は、第四条の規定に基づき市町村が

置く女性相談支援員が行う業務に要する費用

を支弁しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、

都道府県が前条第一項の規定により支弁した

費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げる

ものについては、その十分の五を負担するも

のとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に

掲げる費用の十分の五以内を補助することがで

きる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁

した費用のうち、同項第三号及び第四号に

掲げるもの 

二 市町村が前条第二項の規定により支弁し

た費用 

 

第五章の二 補則 

 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前

章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（

婚姻関係における共同生活に類する共同生活

を営んでいないものを除く。）をする関係にある

相手からの暴力（当該関係にある相手からの身

体に対する暴力等をいい、当該関係にある相

手からの身体に対する暴力等を受けた後に、そ

の者が当該関係を解消した場合にあっては、当

該関係にあった者から引き続き受ける身体に対

する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者

について準用する。この場合において、これら

の規定（同条を除く。）中「配偶者からの暴力」と

あるのは、「特定関係者からの暴力」と読み替え

るほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。 

 

第二条 配偶

者 

第二十八

条の二に

規定する

関係にあ

る相手（

以下「特

定関係者

」という。） 

 、被害

者 

、被害者

（特定関

係者から

の暴力を

受けた者

をいう。

以下同じ

。） 

第六条第一項 配偶

者又

は配

偶者

であっ

た者 

特定関係

者又は特

定関係者

であった

者 

第十条第一項から第

四項まで、第十条の

二、第十一条第二項

第二号及び第三項

第二号、第十二条第

一項第一号から第四

号まで並びに第二項

第一号及び第二号

並びに第十八条第

一項 

配偶

者 

特定関係

者 

第十条第一項、第十

条の二並びに第十二

条第一項第一号及

び第二項第一号 

離婚

をし、

又は

その

婚姻

が取り

消され

第二十八

条の二に

規定する

関係を解

消した場

合 
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た場

合 

 

第六章 罰則 

 

第二十九条 保護命令（前条において読み替え

て準用する第十条第一項から第四項まで及び

第十条の二の規定によるものを含む。第三十一

条において同じ。）に違反した者は、二年以下

の懲役又は二百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第三条第五項又は第五条の三の規定

に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の拘

禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

第三十一条 第十二条第一項若しくは第二項（第

十八条第二項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）又は第二十八条の二において

読み替えて準用する第十二条第一項若しくは

第二項（第二十八条の二において準用する第

十八条第二項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）の規定により記載すべき事項

について虚偽の記載のある申立書により保護

命令の申立てをした者は、十万円以下の過料

に処する。 

 

附 則 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月

を経過した日から施行する。ただし、第二章、第

六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部

分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談

支援センターに係る部分に限る。）、第二十七

条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月

一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相

談所に対し被害者が配偶者からの身体に対す

る暴力に関して相談し、又は援助若しくは保護

を求めた場合における当該被害者からの保護

命令の申立てに係る事件に関する第十二条第

一項第四号並びに第十四条第二項及び第三

項の規定の適用については、これらの規定中「

配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦

人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の

施行後三年を目途として、この法律の施行状況

等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づ

いて必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月

を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による

改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律（次項において「旧法」とい

う。）第十条の規定による命令の申立てに係る

同条の規定による命令に関する事件について

は、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せら

れた後に当該命令の申立ての理由となった身

体に対する不法な攻撃であって生命又は身体

に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とする

この法律による改正後の配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新

法」という。）第十条第一項第二号の規定による

命令の申立て（この法律の施行後最初にされる

ものに限る。）があった場合における新法第十

八条第一項の規定の適用については、同項中

「二月」とあるのは、「二週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行

後三年を目途として、新法の施行状況等を勘

案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必

要な措置が講ぜられるものとする。 

 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三

号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月

を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による

改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する法律第十条の規定による命令の申

立てに係る同条の規定による命令に関する事件

については、なお従前の例による。 

 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 

抄 

 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経

過した日から施行する。 

 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 

抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十

条まで、第十二条及び第十五条から第十八条ま

での規定 平成二十六年十月一日 
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附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 

抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規

定 公布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律

の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定め

る。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規

定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護等に関する法律第六

条第一項及び第二項の通報の対象となる同条

第一項に規定する配偶者からの暴力の形態並

びに同法第十条第一項から第四項までの規定

による命令の申立てをすることができる同条第

一項に規定する被害者の範囲の拡大について

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施

行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護等に関する法律第一条第

一項に規定する配偶者からの暴力に係る加害

者の地域社会における更生のための指導及び

支援の在り方について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （令和四年五月二五日法律第五二号） 

抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三

十八条の規定 公布の日 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この

法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 

抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

 

附 則 （令和五年五月一九日法律第三〇号） 

抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二 第二十一条の改正規定 民事訴訟法等の

一部を改正する法律（令和四年法律第四十

八号。附則第三条において「民事訴訟法等

改正法」という。）附則第一条第四号に掲げ

る規定の施行の日 

（保護命令事件に係る経過措置） 

第二条 この法律による改正後の配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護等に関する法律（

以下「新法」という。）第十条及び第十条の二の

規定は、この法律の施行の日（以下この条にお

いて「施行日」という。）以後にされる保護命令

の申立てに係る事件について適用し、施行日

前にされた保護命令の申立てに係る事件につ

いては、なお従前の例による。 

２ 新法第十一条第二項及び第三項並びに第十

二条第一項及び第二項の規定は、施行日以

後にされる保護命令の申立てについて適用し

、施行日前にされた保護命令の申立てについ

ては、なお従前の例による。 

３ 新法第十八条第一項の規定は、施行日以後

にされる同項に規定する再度の申立てに係る

事件について適用し、施行日前にされた同項

に規定する再度の申立てに係る事件について

は、なお従前の例による。 

（民事訴訟法等改正法の施行の日の前日まで

の間の経過措置） 

第三条 新法第十四条の二から第十四条の四ま

での規定は、民事訴訟法等改正法の施行の日

の前日までの間は、適用しない。 

２ 附則第一条第二号に規定する規定の施行の

日から民事訴訟法等改正法の施行の日の前日

までの間における新法第二十一条の規定の適

用については、同条中「第七十一条第二項、

第九十一条の二、第九十二条第九項及び第

十項、第九十二条の二第二項、第九十四条、

第百条第二項、第一編第五章第四節第三款、

第百十一条、第一編第七章、第百三十三条の

二第五項及び第六項、第百三十三条の三第

二項、第百五十一条第三項、第百六十条第二

項、第百八十五条第三項、第二百五条第二項

、第二百十五条第二項、第二百二十七条第二

項並びに第二百三十二条の二の規定を除く。）

を準用する。この場合において、次の表の上欄

に掲げる同法の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読

み替えるものとする」とあるのは、「第八十七条

の二の規定を除く。）を準用する」とする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第四条 刑法等の一部を改正する法律（令和四

年法律第六十七号）の施行の日（以下この条に

おいて「刑法施行日」という。）の前日までの間

における新法第三十条の規定の適用について
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は、同条中「拘禁刑」とあるのは、「懲役」とする

。刑法施行日以後における刑法施行日前にし

た行為に対する同条の規定の適用についても

、同様とする。 

（政令への委任） 

第七条 この附則に定めるもののほか、この法律

の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する

経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第八条 政府は、この法律の施行後三年を経過し

た場合において、新法の施行の状況を勘案し

、必要があると認めるときは、新法の規定につ

いて検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五三号） 

抄 

 

この法律は、公布の日から起算して五年を超え

ない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 第三十二章の規定及び第三百八十八条の規

定 公布の日 

二 第一条中民事執行法第二十二条第五号の改

正規定、同法第二十五条の改正規定、同法第二

十六条の改正規定、同法第二十九条の改正規定

（「の謄本」の下に「又は電磁的記録に記録されて

いる事項の全部を記録した電磁的記録」を加える

部分を除く。）、同法第九十一条第一項第三号の

改正規定、同法第百四十一条第一項第三号の改

正規定、同法第百八十一条第一項の改正規定、

同条第四項の改正規定、同法第百八十三条の改

正規定、同法第百八十九条の改正規定及び同法

第百九十三条第一項の改正規定、第十二条、第

三十三条、第三十四条、第三十六条及び第三十

七条の規定、第四十二条中組織的な犯罪の処罰

及び犯罪収益の規制等に関する法律第三十九条

第二項の改正規定、第四十五条の規定（民法第

九十八条第二項及び第百五十一条第四項の改

正規定を除く。）、第四十七条中鉄道抵当法第四

十一条の改正規定及び同法第四十三条第三項

の改正規定、第四十八条及び第四章の規定、第

八十八条中民事訴訟費用等に関する法律第二条

の改正規定、第九十一条の規定、第百八十五条

中配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等

に関する法律第十二条第三項の改正規定、第百

九十八条の規定並びに第三百八十七条の規定 

公布の日から起算して二年六月を超えない範囲

内において政令で定める日  
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５ 主な相談窓口 
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■性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター
電話番号

097-532-0330
（短縮ダイヤル） ＃8891

■大分県警察 ※緊急の場合は110番してください。
電話番号

0120-81-0355
（短縮ダイヤル） ＃8103

■市町村ＤＶ担当窓口
市町村

大分市

別府市

中津市

日田市

佐伯市

臼杵市

津久見市

竹田市

豊後高田市

杵築市

宇佐市

豊後大野市

由布市

国東市

姫島村

日出町

九重町

玖珠町

社会教育課 0973-76-3823

子育て健康支援課 0973-72-2022

福祉課 0978-72-5164

総務課 0978-87-2281

住民生活課 人権尊重・部落差別解消推進室 0977-73-3122

福祉課 0978-27-8139

人権・部落差別解消推進課 0974-22-1001

子育て支援課 097-582-1262

人権・部落差別解消推進課 0974-63-4820

人権啓発・部落差別解消推進課 0978-24-0007

人権啓発・部落差別解消推進課 0978-62-4799

総務課 0972-22-3085

部落差別解消推進・人権啓発課 0972-63-1111

市民生活課兼人権尊重・部落差別解消推進室 0972-82-4111

共生社会実現・部落差別解消推進課 0977- 21-8289

人権・同和対策課 0979-22-1229

こども家庭相談室 0973-22-8230

課（室）名 電話番号

子育て支援課 中央子ども家庭支援センター 097-537-5666

窓口名称 受付曜日 受付時間
おおいた性暴力救援センター・

すみれ
毎日 24時間

性犯罪被害相談電話 毎日 24時間

窓口名称 受付曜日 受付時間
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問い合わせ先 

 
大分県生活環境部県民生活･男女共同参画課 

 
〒870-0037 大分県大分市東春日町 1 番 1 号 

ＮＳ大分ビル 1 階 
  電話 ： ０９７－５３４－２０３９ 
  FAX ： ０９７－５３４－２０５７ 


